
部 類別 項目 担当課 頁
年度
(選定)

変更
年度

議会答弁・懸
案事項

西条地区工業用水道について 1・2 13 21

議会答弁・懸
案事項

荷内沖埋立事業 3 13 21

公約 総合健康運動公園構想 4 13 19

議会答弁・監
査・懸案事項

瀬戸・寿上水道問題 5・6 16 21

公約・議会答
弁

駅周辺地整備促進事業 駅周辺整備室 7 20 21

議会答弁 自主防災組織の拡充、育成強化 8 13 21

新政策 安全安心のまちづくり条例の制定 9 17 21

公約 災害時要援護支援プランの策定 10 20 21

公約 防災行政無線整備事業 11 20 21

議会答弁・監
査指摘

入札制度の改善 契約課 12 15 21

新政策課題 東新学園の建て替えについて 13 13 21

議会答弁 保育所の民営化について 14 15 20

懸案事項
若水乳児園・若宮保育園の建て替えにつ
いて

15 15 20

懸案事項・新
政策課題

放課後児童クラブの建て替えについて 16 18 20

議会答弁 新型インフルエンザ対策 保健センター 17 21 新規

議会答弁
新居浜市まちづくり協働オフィスの利用
促進

18 18 21

議会答弁 地域コミュニティ活動への支援 19 21 新規

新政策 消費生活の安定と向上 広報相談課 20 21 新規

懸案事項
愛媛県人権対策協議会新居浜支部の機能
回復

21 16

議会答弁・懸
案事項

住宅新築資金等貸付金の償還推進 22 18 21

懸案･議会答弁 ワンストップサービスの実施 市民課 23 21 新規

公約 浄化槽設置整備事業 24 13 21

議会答弁 公害防止協定の見直し 25 20 21

議会答弁 ごみ有料化 26 17 21

新政策 ごみ分別収集事業 27 21 新規

公約
公共下水道事業(汚水施設)・浸水対策事
業(雨水施設)

下水道建設課 28 13 21

懸案 下水道事業経営の健全化 下水道管理課 29 21 新規

環境部
ごみ減量課

環境保全課

市民活動推進課

平成２１年度重要事業及び懸案事項一覧表(平成13～21年度分)

企画部
総合政策課

総務部
防災安全課

児童福祉課
福祉部

市民部

人権擁護課
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部 類別 項目 担当課 頁
年度
(選定)

変更
年度

平成２１年度重要事業及び懸案事項一覧表(平成13～21年度分)

公約・議会答弁さらなる企業立地の推進 30 17 21

公約
クリーンエネルギー対策への研究開発支
援

31 13 21

公約 高齢化社会に対応した商店街づくり 32 17 21

公約
世界に誇れる太鼓祭りとするための市民
ぐるみの取り組み

33 13 21

公約
運輸交通体系の整備推進と地域循環バス
の導入

34 21 新規

公約･議会答弁 農林水産業の振興と地産地消の推進 農林水産課 35 13 21

新市計画・懸
案事項

飲料水供給施設整備事業 別子山支所 36 20 21

公約・議会答
弁

駅南の面整備、鉄道高架化などの実現の
ために関係機関と積極的に協議を進める

37 13 20

議会答弁 用途地域及び特定用途制限地域の見直し 38 19 21

公約・議会答
弁

国領川緑地の再生整備 39 20 21

公約・議会答弁上部東西線の整備 40 13 21

公約・議会答弁道路緊急舗装等事業 41 19 21

新政策 橋りょう長寿命化修繕計画 42 21 新規

議会答弁・懸
案事項

民間木造住宅耐震診断事業 43 17 20

新政策・議会
答弁

民間木造住宅耐震改修事業 44 21 新規

公約 住宅用太陽光発電システム設置補助事業 45 21 新規

懸案事項 教育施設、体育文化施設の整備促進 46 13 21

懸案事項 教育施設の借地の解消 47 13 20

議会答弁・新
政策課題

公立幼稚園の在り方について 48 13 20

公約
子どもたちのための「新居浜版教育改
革」の推進

49 17 21

公約
地域で学び育てる教育と県立特別支援学
校の連携

50 17 21

議会答弁 地域主導型公民館への移行 51 20 21

商工労政課

経済部
運輸観光課

建築指導課

建設部

都市計画課

道路課

教育委
員会

社会教育課
学校教育課
体育文化課

学校教育課

発達支援室
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部 類別 項目 担当課 頁
年度
(選定)

変更
年度

平成２１年度重要事業及び懸案事項一覧表(平成13～21年度分)

議会答弁 消防団の活性化 52 13 21

議会答弁 総合的な防災体制の強化 53・54 13 21

懸案事項 専門職員の養成 55 17 21

議会答弁 南消防庁舎の整備
南消防署消防
課

56 13 20

【廃止】　２件

部 類別 項目 担当課 頁

総務部 議会答弁 財産台帳の整備 管財課 57

市民部 公約
コミュニティＦＭによる市民参加と情報
提供

広報相談課 58

備　　考

達成

設立、運営に
は多額の経費
負担が必要と
なり、現状で
は行政主導に
よる導入は困
難であると判
断した。

消防本
部

総務警防課
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（様式）        平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名  西条地区工業用水道について 
類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項 

 新たな政策課題  その他 
担当部局課名 企画部 総合政策課 関連する部局課名 水道局  
【現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯】 
西条地区工業用水道は、昭和39年１月に指定を受けた「東予新産業都市建設基本計画」において、

当地域における工業開発の促進を図るため、昭和40年に「加茂川総合開発事業」の一環として計画

された。日量229,000トンを西条市及びその周辺工業地域に供給する計画とし、昭和48年度から各

施設の工事を行い、昭和59年４月１日から西条地区、平成９年４月１日から新居浜地区、同年６月

１日から壬生川地区へ給水を開始した。新居浜地区への給水については、日量10万トンの計画から

東予地区への振替えにより、 100,000 /日 → 74,000 /日 → 64,000 /日に変動している。 

【問題点】 

西条地区工業用水道は、計画給水量に対して契約水量が大幅に下回っていることから、大幅

な資金不足が発生しており経営改善が緊急の課題となっている。 
・計画給水量229,000 /日 ・契約給水量60,770 /日（H21.1.1時点) 4/1現在60,870 /日 

【平成19年度までの取り組み】 

平成18年11月10日の「西条地区工業用水道利用促進協議会」において、新居浜市としては、中期

見通しで平成25年頃までには11,100 ／日の増量が見込める。ただし条件として、 ①現在の単価

を堅持すること②支払いについては実需が出たときに支払うこと。③緊急措置等は工水全体の中で

調整することと回答した。 

また、水不足に悩む松山市が黒瀬ダムからの分水を希望し、平成19年5月、三市の水事情及び課

題を検討し、相互認識と理解を図るため、松山・西条・新居浜市三市からなる「松山分水に関する

意見交換会」が設置されたが、松山市と西条市の意見が真っ向から対立し、現在進展の糸口は見え

ていない。 

  【平成20年度の動き】 

平成21年1月13日、公営企業管理局は西条地区工業用水道事業経営改善計画を発表した。 

・経営規模の適正化として、計画給水量229,000トンを87,000トンに縮小する。 

  ・新規受水企業用に27,000トンは将来の工業用水需要に備えて県が確保する。 

この経営規模縮小に伴い、公営企業管理局は二市と受水企業に対して、将来確保希望水量の

調査を実施したが、調査の結果、現契約給水量60,770トン、将来確保水量は16,765トンで、計

画給水量87,000トンに対して9,885トンの余裕があるとして、3月に経営改善計画を決定した。 

公営企業管理局は、平成21年度から国庫補助金免除、起債の借換えの手続きに入り、21年度末

までに事務手続きを完了させる予定である。 

【今後の指針（案）】 
・県の動向に注視し、市内受水企業からの希望水量に対しては、最大限確保するよう県に働きかけ

を行う。また松山分水については、意見交換会での議論を継続する。 
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庁議決定（指針・方向性） 

原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名    荷内沖埋立事業 類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項 

 新たな政策課題 その他 
担当部局課名   企画部総合政策課 関連する部局課名   
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 ・昭和４７年 海面埋立による開発を前提として、漁業補償を行い、具体的な事業計画の検 

        討に着手。 
 ・昭和５６年 第２次長期総合計画において、東部開発の一環として位置づけし、土地開発 
        公社に委託し、地形、地質測量等を実施。 
 ・平成２年    第３次長期総合計画において、臨海性複合ゾーンとして位置付ける。 
 ・平成３年  庁内プロジェクトにより「荷内沖開発企画構想調査研究報告書」を作成。 

 ・平成４年  地域開発室を設置し、専門スタッフによる検討を重ねる。 
 ・平成５年  開発の基本コンセプトとして、荷内沖開発基本構想を策定する。 
 ・平成７年  荷内沖まちづくり懇談会を設立し、開発実現に向けて課題等の検討を行う。 
        事業成立条件調査を委託し、建設省海岸整備事業ＣＣＺ事業としての提案を 
        受ける。 
 ・平成８年  東部開発審議会において、事業成立条件調査の報告をもとに、事業化に向け 

        ての検討したが、結論には至らず。 
 ・平成９年  都市開発調査特別委員会において、開発に向けての検討結果と問題点につい 
        て報告 
・平成10年～ 財政的な問題、埋立後の土地活用の問題等の解決が図れていない状況であることか 

現在  事業化に向けての具体的な結論（方向付け）が出せないまま現在に至っている。 

  

・平成19年 当該事業に係る土地開発公社への調査委託費について公社へ支払いを行う。 

今後の指針（案） 
荷内沖埋立事業については、総合政策課において、長期的な展望も含めて、事業化についての

検討を行った結果、第四次長期総合計画期間内の事業実施はできないと判断し、これに伴い東部開

発審議会は廃止した。しかしながら、当該事業については、１８年３月議会で答弁したように、本

市の将来を展望する上で重要な課題であることに変わりはないことから、長期的な視点に立ち、引

き続き慎重に検討することとしている。 

平成２１年度から第五次長期総合計画の策定が本格化するが、次期計画期間中における事業必要

性、実現可能性、市財政状況、経済情勢等を踏まえた上で、計画の中で具体的な位置付けが可能か

検討する。 

 

庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。 

 

 



                    4 

（様式）      平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 

（平成１９年度変更） 

事項名 総合健康運動公園構想 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 
企画部  

総合政策課 
関連する部局課名 

建設部 

都市計画課 

教育委員会 

体育文化課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
  
昭和28年の第８回国民体育大会の軟式野球会場として、市営野球場を設置して以来、市民、 
関係者の意見を聞き、体育施設の計画的な整備改修を行ってきた。 

平成13年3月、新居浜市総合体育施設建設委員会から、「市民の健康で豊かなスポーツラ 
イフ実現、市の活性化のために、全国レベルの大会が開催可能な総合体育館と通年型温水プ

ールを併設した総合体育施設の建設が必要」との提言があり、また、第四次長期総合計画

においても建設事業の推進を基本計画に位置づけていることから、総合体育施設（総合

健康運動公園）基本計画を作成する等検討を行った。 

 しかし、厳しい財政状況を踏まえ、施設の新設や整備について明確な優先順位を付け、

慎重かつ精密に検討する必要があることから、中長期的な展望に立った調査研究を行うた

め、庁内プロジェクトを設置（平成16年5月）し、総合健康運動公園のエリア、既存施設
の整備、利用形態、国体との関連、資金・財源に関することについて検討を進め、「新

居浜市総合健康運動公園構想調査報告書」（平成18年3月）を取りまとめた。 
 平成18年度は、上記調査報告書において設定したエリアの内、新高橋から城下橋までの
約36haを対象とした「国領川河川敷周辺再整備基本計画策定業務」を実施し、再整備に向
けた基本計画、概略設計図面、河川占用協議に要する資料等を作成した。 

今後の指針（案） 

報告書の調査研究事項をもとに、既存施設の有効活用を最優先としながら、後期戦略

プランで着手可能なものとして、国領川緑地再整備に関して、平成20年度から4か年で
国領川緑地のトイレや休憩施設等の再整備を進める。 
 また、体育施設の整備については、既存施設の維持管理・長期修繕・大規模改修など

に係る計画作成を進め、長期総合計画10ヵ年実施計画での位置付けを図っていく。 
新規施設については、調査報告書や既存施設の大規模改修計画との整合性を取りつ

つ、次期長期総合計画での実現に向けた方策を、後期戦略プランで検討していく。 
 いづれにおいても、各担当部署との充分な連携、協議を図り、「市民が気軽にスポー

ツに親しめることができる場づくり」を基本とした総合健康運動公園構想の実現を目指

す。 
 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１６年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 瀬戸・寿上水道問題 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項

新たな政策課題  その他 

担当部局課名 総合政策課 関連する部局課名 水道局 下水道建設課 

【現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯】 

 瀬戸・寿上水道問題は、旧高須地区水道として昭和13年から3ヵ年で建設され、昭和16年5月

から泉川町が旧高須地区（上水道組合を組織）に管理運営を委託して給水を開始した。昭和30

年3月に、旧泉川町が下泉地区に給水を行うに際してに、泉川町の水源地と下泉地区との間に

旧高須上水道があり、旧高須上水道組合（現瀬戸・寿上水道組合）の配水管を利用するため、

町議会の議決を経て組合と契約を締結したことに端を発している。昭和30年3月31日新居浜市

と泉川町が合併、その後、昭和33年の水道法の施行に伴い、当時の高須上水道組合は、法に基

づく簡易水道設置の届出を行い、簡易水道高須上水道組合となった。 

その後の給水人口・戸数の増加による水量不足、施設老朽化によって改修工事が必要となり、

組合は地方改善事業による県費補助枠を確保したが、組合に対して補助金の支出はできないと

され、市が工事を施行することになった、昭和39年度補助金の交付を受けるにあたって組合水

道の廃止届が必要となったため、昭和39年5月23日、管理運営の委託及び従来の慣行を尊重し

一方的な地区住民の不利益になるような諸条件の変更は行わないとする旨の覚書を新居浜市

との間で締結し、昭和40年4月、県から経営廃止の許可がおりている。上水道組合は、昭和61

年、上部上水道組合に名称が変わり、平成5年の変更により瀬戸寿上水道組合となり、現在に

至っている。昭和42年8月には監査委員から覚書の一部に「地方自治法に抵触する疑いがある」

との指摘があり、以後、毎年問題解決への指摘・要望がなされ、これまでに数々の地元との協

議を重ねてきたが、未だに問題の解決には至っていない 

「平成16年度以降の取り組み」 

協議相手 瀬戸・寿上水道組合長 瀬戸・寿連合自治会長 その他（庁内協議等） 

平成１６年度 ６回(市長3/1） ２回  

平成１７年度 ８回(市長12/22) ７回 ７回 

平成１８年度 １０回 １０回 ３回 

平成１９年度 １１回(市長10/19,12/28,3/7) ８回（市長10/5,10/19） ２回 

平成２０年度 ５回 ９回(市長4/24,5/20)  

平成20年度において、地元ではまずは物事の決め方を決める必要があるとして、水道組合 

の新しい規約の制定が進められ、新しい規約では水道組合を瀬戸・寿連合自治会の一つの部

会として位置付け、水道委員と単位自治会長からなる構成としている。この規約が改正され

ると協議の受け皿が整備されることになるため、平成21年４月1日、庁内に瀬戸寿上水道問題

検討委員会を設置し、地元との協議を進める体制を整えた。 
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今後の指針（案） 

地元の理解と協力を得ながら円滑に解決を図ることが基本的な姿勢であり、市水道との統合

に向けた具体的な課題やプロセスを協議し、一日も早い問題解決を図る。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２０年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 駅周辺整備促進事業 類別 
公約・議会答弁・監査・懸案事項 
新たな政策課題 ・その他 

担当部局課名 
企画部 

駅周辺整備室 

関 連 す る

部局課名 

建設部 

区画整理課 

都市計画課 

 
経済部 
商工労政課

運輸観光課

教育委員会 

体育文化課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

  区画整理事業による基盤整備が進んでいるＪＲ新居浜駅周辺地区が、賑わいに溢れた

新居浜らしい出会いの場となるよう、平成19年度に駅周辺地区整備の在り方についての

具体的な導入機能や行動計画として、新居浜駅周辺地区整備計画を策定した。区画Ａの

テレコムプラザ周辺の民間施設誘導については、所有者である住友企業の協力を得なが

ら、プロポーザル方式により平成20年2月に、市のコンセプトに合った進出予定事業者を

決定し、現在、事業者と地権者との基本合意の締結に向けて協議中。また、駅前広場や

駐車場等の公共施設整備については、平成20年12月に新居浜駅前広場等整備検討委員会

を立ち上げ、基本設計と景観デザインについて、検討・協議を行なっている。 

今後の指針（案） 

  平成20年度からは、平成22年度の完成予定の区画整理事業の進捗に整合するよう、策

定された行動新居浜駅周辺地区整備計画に沿って、市民合意や企業進出の誘導を推進す

る。その内容としては、 

1. 民間商業施設の誘致（地権者との共同開発） 

  区画Ａのテレコムプラザ周辺については、進出予定事業者と地権者との基本合意の早

期締結を促進し、施設概要について市民への周知を行なう。また、その他の未利用地に

ついても一体整備に向けて地権者との調整を行う。 

2. 関連公共施設（駐車場・駐輪場・自由通路等）の整備 

  新居浜駅前広場等整備検討委員会での検討内容を早期にまとめ、市民に周知するとと

もに、実施可能なスケジュールや財源確保等の検討を行う。 

3. 芸術文化施設建設の推進 

  策定された整備計画をもとに、芸術文化関連の各種団体や市民に対して説明し規模や

内容について合意を得る。また、施設完成後の円滑な管理運営を図るため、ワークショ

ップ等を交えながら運営準備を行う。なお、駅前での計画施設と現市民文化センターと

の機能分担や現施設の改修等についても教育委員会と調整する必要がある。 

ホテル併設案については、社会経済情勢や地元業界の意見・動向を見極めながら方針

を決定する。 

庁議決定（指針・方向性） 

・新居浜駅舎をどうするかの方針を決めること。 

 ・芸術文化施設、特に美術館機能の性格付けを明確にすること。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 

（平成２１年度変更） 

 
事項名 自主防災組織の拡充、育成強化 

類 

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項 
 新たな政策課題 その他 

 
担当部局課名 総務部防災安全課 関連する部局課名 市民活動推進課 消防本部

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
（１）自主防災組織の結成は、校区単位では１００％となったが、最も身近なコミュニティである単位自治会を基本

単位とする組織の結成促進に向けて、市連合自治会理事会や市自治会総会を通じ、結成促進に向けての啓発を行っ

ている。また、出前講座等を通じて、地域の中で防災に備えての知識や技術面での普及活動を推進している。

（２）自主防災組織の拡充を図るため、平成１６～１８年度に、校区自主防災組織に対して、県費補助事業及び

市単独事業により、結成支援事業（１校区２００千円）を実施したほか、伊予銀行より防災倉庫の寄贈をうけ

７校区に設置した。平成１９年度は、県の補助を受け自主防災組織育成モデル事業として泉川校区を対象に資

機材整備・防災マップ作成・防災訓練・リーダー育成研修等を実施した。平成２０年度は、（財）自治総合セ

ンターのコミュニティ助成（１，４００千円）、消防庁実施の地域安心安全ステーション整備モデル事業（１．

０００千円）、補助金公募制度による市補助金（１２６千円）により４組織に対する資機材整備補助を実施し

た。 

（３）平成２０１年３月３１日現在の結成率 

結成率＝１００％ （結成組織数＝１０２組織 結成自治会数＝３２５単位自治会） 

平成１４年度末結成実績値＝ １２．８％ 平成１５年度実績値＝１５．６％ 
平成１６年度末結成目標値＝ ３０．０％⇒実績値＝４２．３％ 
平成１７年度末結成目標値＝ ６０．０％⇒実績値＝７３．６％ 
平成１８年度末結成目標値＝ ８０．０％⇒実績値＝９６．４％ 
平成１９年度末結成目標値＝１００．０％⇒実績値＝１００％ 
今後の指針（案） 
（１）平成１６年の一連の災害から得た貴重な教訓を無駄にすることのないよう、地震や台風等の自然災害に備え、

市民と行政との協働により、「安全・安心のまちづくり」のための体制整備を目指す。 

（２）校区単位での自主防災組織の結成については、平成１９年に全小学校区での結成が達成できたため、今後

は単位自治会での結成を促進していくこととする。 

（３）引き続き単位自治会を中心とした自主防災組織結成及び活動内容の充実、機能の強化に向けての働きかけを積

極的に推進する。 

（４）全自治会に配布した先進事例集を活用し、結成促進から活動内容の充実に向け、訓練や学習会の実施を支援す

る。 

（５）県が主催する研修会等への参加呼びかけや、資機材整備についての自治総合センターの助成制度活動について 

積極的な情報提供を行う。 
（６）消防庁実施の平成２１年度地域防災スクールモデル事業を金栄、若宮の２校区をモデル地区として実施

し、小学校、地域、消防職、団員が一体となった防災活動の体制整備を推進する。 

庁議決定（指針・方向性） 
原案どおり採択する。 
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（様式）      平成１７年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 
安全安心のまちづくり条例の制

定 
類別 

公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 総務部防災安全課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

犯罪、事故、災害等による被害の未然防止を図り、安全で住みよい社会を実現するため、

地域住民・自治体・警察の真に有機的な連携が確立し、具体的な地域安全活動を図られるよ

う、第四次新居浜市長期総合計画後期戦略プランにおいて条例を制定することとしている。 

平成２１年９月議会提案に向けて、平成２０年度においては、つぎのような取り組みを実

施した。 

（１）県下のリサーチ・資料収集 

（２）庁内検討委員会（４回開催）により、条例素案作成。 

（３）市民参加による検討委員会（３回開催）により、条例原案作成。 

  
市民参加による検討委員会については、警察関係者・市民委員・関係市職員等を委員とし、

３回の検討委員会において審議した結果に基づいて作成した条例の原案について、市長に

報告書が提出された。 

今後の指針（案） 

  新居浜市安全安心のまちづくり条例制定検討委員会から報告のあった条例原案を基

に、５月～６月初旬にかけて市民意見提出制度（パブリックコメント）等を実施したのち、

市民意見を基にした条例盛り込みの検討・決定を行ったあと平成２１年９月議会での条例

制定を目標とする。 

 制定後については、本条例が罰則規定の無いいわば理念条例であるため、実効性を確保

するためにも、市政だより、パンフレットによる市民への広報・啓発を行う。 

              

庁議決定（指針・方向性） 

 
原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２０年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 災害時要援護支援プランの策定 類別 
公約・議会答弁・監査・懸案事項 
新たな政策課題 ・その他 

担当部局課名 防災安全課 関連する部局課名 

福祉課、介護福

祉課、地域包括

支援ｾﾝﾀｰ、市民

活動推進課 

総務警防課、

予防課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 自主防災組織の結成率は100％に達したところであるが、これを有効に機能させ、災害時

要援護者（以下要援護者という）の安否確認や避難支援ができるまでには至っていない。

現在、要援護者避難支援プラン作成は、土砂災害危険地区とモデル地区（平成１８年度）、

泉川校区（平成１９年度）、角野、大生院、垣生、多喜浜、大島、惣開、金栄校区（平成

２０年度）で取り組んでいる。対象者の範囲や個別計画の策定方針等を定めた全体計画は、

平成２０年度に策定した。 

H１８年度（避難勧告対象地区＋モデル地区）：調査対象者１７８名 

登録同意７５名（うち７０名は地域支援者決定し、提供済）、登録不要１０３名 

H19年度上半期（避難勧告対象地区追加分）：調査対象者 ９名 

 登録同意３名（うち２名は地域支援者決定）、登録不要６名 

H19年度下半期（泉川）：調査対象者 １,３４２名 

 登録同意４７２名（約８割は地域支援者が最低一人は決定）、登録不要６３３名、 

不同意５６名、アンケート未回答９７名 

 H20年度（角野、大生院、垣生、多喜浜、大島、惣開、金栄）：調査対象者 3,890名 

   登録同意1,125名、登録不要2,365名、不同意190名、アンケート未回答159名 

今後の指針（案） 

要援護者避難支援プランを市全域で作成する必要があるため、平成２０年から３カ年で

毎年５～７校区ずつ要援護者をリストに登録する。登録した要援護者には地域支援者を決

め、災害時における要援護者の安否確認や避難支援体制をつくる。地域にリストを提供し

た後は、地域の見守り活動等を通じ自治会でリストを更新していただくようお願いする。

また、全市域でプラン策定後も、要援護者の登録制度について福祉部窓口等でお知らせす

るほか、新たに高齢者のみ世帯となる方等を対象に調査を行いリストに追加していく。 

今年度対象地域：金子、高津、神郷、船木、別子山校区 

対象者数：調査対象者 約4,800名（75歳以上高齢者のみの世帯、要介護度３以上、身体

障害者１級２級、知的障害者療育A級の方を市で抽出） 

  平成２２年度予定：新居浜、宮西、若宮、浮島、中萩校区（調査対象者約4,300名） 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２０年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 防災行政無線整備事業 類別 
公約・議会答弁・監査・懸案事項 
新たな政策課題・その他 

担当部局課名 総務部防災安全課 関連する部局課名 総合政策課 情報政策課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

（１） 現在防災行政無線は別子山地域のみに、固定系防災行政無線が整備されているが 

整備から２０年が経ち老朽化が進んでいる。また、旧新居浜市においては移動系の防災行

政無線のみであるため、市民に対して情報の伝達が十分行き届かない状況である。 

（２） 平成１９年度に新市計画に搭載し、庁内の防災行政無線検討委員会において１９年

度中に６回、２０年度中に４回の委員会を開催して、企画財政会議をへて全体計画

を提示して２１年度当初予算にて、実施設計（電波伝搬調査込）費を計上し２２年

度に別子山地区と旧新居浜市の親局整備までの合意を得ている。旧新居浜地区の整

備については電波調査の結果を踏まえ、簡易無線との併用などブロードバンドを利

用した無線の許可進捗状況などの検討協議を進めていく。 

今後の指針（案） 

長期総合計画の１０カ年実施計画の中で、平成２３年度末までに別子山地域及び市内

全体の拠点整備をする計画であり、平成１９年度に新市計画にも搭載している。また、

２０年度に企画財政会議にて２１年度実施設計、２２年度からデジタル方式で別子山

地区と親局設備を整備することを決定した。 

   今後次のような予定で事務を進める。 

（１） 平成２１年度中に、新居浜市全体の電波伝搬調査と実施設計を実施して、平成２２

年度に別子山地域が孤立しないような方法で、戸別受信機と屋外拡声支局を現状の

数を維持するよう整備する。 

（２） 平成２２年度の当初予算に予算計上できるよう、根拠資料を実施設計の成果物とし

て９月末までに収集する。 

（３） 伝搬調査の結果を踏まえ簡易無線などの状況を検討し、旧新居浜市の整備内容を検

討し協議する。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１５年度重要事業及び懸案事項管理表 

（平成２１年度変更） 

事項名 
 
 入札制度の改善 

類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項
 新たな政策課題 その他 

担当部局課名  総務部契約課 関連する部局課名

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯
 
  平成１３年４月「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」が施行され、 
公共工事の入札・契約に対し透明性の確保、公正な競争の促進、適正な施工の確保、不正 
行為の排除の徹底の基本原則が示され、全ての発注者に義務付けられた。         
本市においては、 
①毎年度の発注見通しの公表 
②入札・契約に係る情報の公表 
③施工体制の適正化 
④不正行為に対する措置 
⑤工事の施工状況の評価 
等を実施することで対応している。 
 
さらに、発注者が取り組むべきガイドラインとして 
①入札・契約の方法の改善、 
②入札・契約のＩＴ化の推進 

等が示されており、 
平成１７年度には、入札・契約の方法の改善として、事後審査公募型指名競争入札を試 
行し、平成１８年度からは、事後審査公募型競争入札を本格実施した。平成１９年度には、 
新居浜市建設工事簡易型総合評価落札方式試行要領を定め、簡易型総合評価方式で入札を 
１件実施した。 
平成２０年度からは、事後審査型一般競争入札実施要領を改め、一般競争入札の対象範 
囲を現行１億５千万円以上から３千万円超に拡大した。 
 平成２１年度からは、事後審査型一般競争入札実施要領を再度改め、一般競争入札の施 
行範囲を現行３千万円超から２千万円超に拡大した。 
 
今後の指針（案） 
 
  上記ガイドラインに示された事項に対応するため、 
 
・ 入札・契約の方法の改善については、郵便による事後審査公募型競争入札を本格実施 
しているが、平成２０年度から、設計金額１千万円以上３千万円未満の工事について、簡易
型総合評価落札方式の実施拡大を図る。 
・ 入札・契約のＩＴ化については、公募型競争入札の効果等を検討するとともに、県内 
各市と情報交換を行い、電子入札の導入時期や導入方法等の計画策定を検討する。電子入札
の導入方式を決定し、平成２２年度からの１０か年事業計画の策定を目指す。 

庁議決定（指針・方向性） 
 
  原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 
か

事項名 東新学園の建替えについて 
類

別  新たな政策課題  

担当部局課名 福祉部 関連する部局課名児童福祉課 東新学園 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯

 東新学園、慈光園の両園はいずれも築後３０数年経過し老朽化が著しいことに加え、プライ

バシーの確保やバリアフリー化等の対応が困難であり、入所環境の改善及び管理上の統合を図

るため複合施設として建替えをすすめていた。 

 建替え候補地として平成１５年３月の企財会において旧桃山学院短期大学グランドが適当と

の方向づけをし、平成１５年度には、プロポーザル方式による基本設計を実施、１６年６月、

国に補助金申請をおこなった。                             

 しかしながら、平成１６年の台風災害で、財源確保が困難になったことと市内の山際の福祉

施設の多くが災害をうけたことから、補助金申請を取り下げ、予定していた実施設計予算を削

除して候補地の土石流被害の検証をおこない、土石流被害についての影響はほとんどないとの

検証結果となり、平成１７年７月９日、地元自治会に対し施設建設についての説明会を行った。

その後、候補地が高齢者生きがい創造学園の講座の一部に供されていること及び地域に解放さ

れている等の利用状態にあり、地元の反対運動と財源確保が難しいことから、計画は一時中断

状況となる。 

 平成１８年、慈光園・東新学園・心身障害者福祉センター・公立保育所等福祉施設の老朽化

に伴う対応について福祉のまちづくり審議会に諮問し、平成１９年、慈光園・東新学園の複合

施設から単独施設の建設が望ましいとの答申を受け、慈光園を先行して西滝グランドに建設す

ることが決定され、２２年１２月竣工予定の方向で進められている。 

東新学園については、まちづくり審議会の報告を待って建て替え計画を作成する。 

今後の指針（案） 
 引き続き福祉のまちづくり審議会を開催し、市民の視点からの施設建設への意見を中間報告

としてとりまとめ、計画案に反映させていく。 

一方、国においては施設建設のハード交付金を縮小・廃止の方向であり、特に公立の施設に

ついては廃止されている。そんな中、児童養護施設の建て替えは現在補助の対象になっている

ことから、国の補助を利用した建設が必要である。しかし、この補助は先行き不透明でいつ廃

止されるか分からない状況であり、建設時期については国の動向を見極める必要がある。 

庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。  
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（様式）       平成１５年度重要事業及び懸案事項管理表 

（平成２０年度変更） 
 
事項名 保育所の民営化について 

類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項 
 新たな政策課題 その他 

担当部局課名 児童福祉課 関連する部局課名   
 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 
 平成１４年１２月議会において、公立保育所の民間委託についての質問があり、それぞれの施
 
設の整備状況、児童の入所状況、地域性等について総合的に勘案し、５年を目途に民間委託の検
 
討を進めると答弁。 
 平成１６年６月に「新居浜市立保育所民営化等検討委員会」を設置、検討を行った。 

その後、平成１７年７月に市民による「新居浜市立保育所民営化検討協議会」を設置、検討

を行った。 

検討協議会からの報告を受け、平成１８年５月に基本方針（案）を作成。保護者説明会、職

員説明会、パブリックコメント等を経て、１１月に基本方針を策定した。 

（平成２０年４月八雲保育園を民間移管、以降２１年南沢津保育園、２２年中萩保育園、２

３年新居浜保育園を順次移管） 

平成１８年１２月議会において、平成２０年３月３１日付けで八雲保育園を廃止する条例改

正議案が可決され、それに基づき平成１９年１月移管先法人を公募、２月に移管先法人を決定

し、平成１９年４月からの三者懇談会、共同引継ぎ保育等を経て平成２０年４月に民間移管し

た。 

また、平成１９年９月議会において、平成２１年３月３１日付けで南沢津保育園を廃止する

条例改正議案が可決され、それに基づき平成１９年１０月移管先法人を公募、１１月に移管先

法人を決定した。 

今後の指針（案） 
  
今後は、八雲保育園の民間移管が円滑に進められているか、その成果を検証するため平成２

０年度中に第三者評価を実施するとともに、その検証結果を生かし、平成２１年４月の南沢津

保育園、２２年４月の中萩保育園、２３年４月の新居浜保育園についても円滑な民間移管を実

施する。 

庁議決定（指針・方向性） 
 
原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１５年度重要事業及び懸案事項管理表 

  （平成２０年度変更） 
 
事項名 若水乳児園・若宮保育園の建て替えについて 

類

別

懸案事項 

担当部局課名 児童福祉課 関連する部局課名

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯
 
  若水乳児園・若宮保育園は老朽化が著しく補修が必要な箇所についてはその都度修繕してい

るが、抜本的な対策が必要であり、議会においてもその危険性について指摘がある。 

  １８年３月議会において、両保育園の今後の整備のあり方については、「新居浜市福祉のま

ちづくり審議会」に諮問し、市としての方針を出すという答弁を行った。 

現在、審議会の中で、慈光園の次に建て替えが急がれる施設として審議が進すめられている。

今後の指針（案） 
 

  若水乳児園には建て替え場所がないため、敷地に余裕のある若宮保育園敷地又はその他の用

地について適地を選定のうえ、両園を統合した形での建て替えも含めて検討する。 

 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１８年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２０年度変更） 

事項名 
放課後児童クラブの建て替えに

ついて 
類別 

公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 児童福祉課 関連する部局課名 学校教育課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 放課後児童クラブの施設のうち垣生小学校については、現在利用している垣生学習館は、

企財会で閉鎖の方針が出されていることから、新たな施設の確保が必要となっている。現状

では、垣生小学校には利用できる余裕教室の確保が困難なことから、新たな施設の設置が必

要である。 

また、大生院小学校及び中萩小学校のプレハブ教室、高津小学校の木造倉庫については、

老朽化が著しく、また利用者の増加に伴い施設も狭隘となり運営に支障をきたしていること

から、早急な建て替えが必要である。 

平成１９年度の新たな動きとして、金子小学校ＰＴＡがアンケートを実施し、現在中央児

童センターで実施している放課後児童クラブを校内で実施したほうがいいか調査を行って

いる。 

 

今後の指針（案） 

他の放課後児童クラブの施設についても、改修あるいは改築の必要な箇所が発生してきて

いることや利用者の増加が見込まれる。国においては７０人以上の大規模クラブの国庫補助

廃止が決定されていることから、大規模クラブの分離計画と既存施設の整備計画を立てて、

順次新設・改築を行うよう、方針決定したい。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２１年度重要事業及び懸案事項管理表 
 

事項名 新型インフルエンザ対策 類別 
議会答弁 
 

担当部局課名 保健センター 関連する部局課名 防災安全課 総務警防課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 世界保健機関（WHO）は、新型インフルエンザ出現の可能性は、かつてないほど高まっ

てきていると警告しており、新型インフルエンザが出現した場合、人類は免疫を持たないた

め、世界中での大流行は不可避であるといわれている。 

そのような中、国においては、平成２１年２月「新型インフルエンザ対策行動計画」及び

「新型インフルエンザガイドライン」が策定され、県及び市町の役割分担も示されている。

愛媛県においては「新型インフルエンザ対策行動計画」の改定作業中であり、愛媛県の改定

版が策定された時点で、市の「行動計画」「ガイドライン」を作成する必要がある。 

 

今後の指針（案） 

愛媛県の「新型インフルエンザ対策行動計画」が改定作業中であるが、県による本市への

具体的な指導を受けながら、関係各課による仮称「新居浜市新型インフルエンザ対策調整会

議」を開催し、新居浜市としての「新型インフルエンザ行動計画」を策定する。 

今後の体制としては、新居浜市でも大流行に伴う健康被害だけにとどまらず、社会的・経

済的に混乱が生じることが危惧されるため、新居浜市全体で取り組むことが重要であり、危

機管理体制という考え方から災害時における非常事態体制で臨むことが現実的と考えてお

ります。 

庁議決定（指針・方向性） 

原案どおり採択する。 
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平成１９年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 新居浜市まちづくり協働オフィスの利用促進 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 市民部市民活動推進課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
Ｈ18.7 ＮＰＯ法人委託により事業開始 ＊事業内容は受託団体の企画提案による。 
【20年度の主な事業】 
（１）市民活動に係る情報の収集及び提供に関すること 

オフィスHPの管理（アクセス2,221件／日 前年度比546％）、ニュースレター№13~21発
行、各種相談対応（活動手法等120件）、ポスター・会報づくりパソコン講座（8回）他 

（２）市民活動に係る調査及び研究に関すること 
市民団体との連携実績に関する企業調査、各事業評価等各種アンケートの実施・分析

（３）市民活動に係る交流及びネットワーク形成の推進に関すること 
情報交換会：海辺カフェ＆オフィスパーティーの開催、ＣＳＲセミナーの実施 他 

（４）市民活動と行政の協働事業に関すること 
「新居浜をよりよくしよう！プロジェクト」提案実現支援（11提案のうち6提案） 
人材育成事業「にいはま魅力新発見プロジェクト」の実施・「新居浜ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ」作成

CATV広報番組「元気発信、こちら協働オフィス」vol7～9を自主制作放映 
生涯学習大学講座「若者塾（全4回）」の企画実施 他 

（５）市民活動団体に対する会議場所及び機材の提供等に関すること  
施設管理及び機器メンテナンス オフィス利用者延6,103人（前年度比＋381人）  

（６）その他 団体紹介番組制作：37本、講師依頼対応:3件、視察対応：4件、インターン
受け入れ：13人、はまさい協力（協働オフィスエコパーク） 他  

＊20年度末利用登録団体数169団体（前年度末比＋27団体） 
 （推移）18.7(事業開始月)末：59団体 H18年度末：108団体 H19年度末：142団体  

今後の指針（案） 

・今後も、オフィスの目的や事業広報に受託団体と協働で取り組み、さらなる利用促進を

図るとともに、協働事業市民提案制度等行政側の環境も整備し、「協働」を理念から実

践へと進めていく。（ex.市既存事業に対する市民提案募集の検討、職員研修の実施等）

・受託団体では、21年度は、利用登録団体自身が主体となった連携・交流に対する支援や、

企業との連携（ex.5/30.31にイオン㈱と共催事業を予定）に重点的に取り組み、また、寄

付金の受け皿として「協働オフィスバンク」を設置する計画である。受託団体の方針を

尊重しながら、情報を密にしてひきつづき広報や庁内調整等側面的支援に努める。 

・駅前芸術文化施設内への市民活動スペース設置と事業調整を図っていく。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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平成２１年度重要事業及び懸案事項管理表 
 

事項名 地域コミュニティ活動への支援 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 市民部市民活動推進課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
本市の地域コミュニティの中核的組織である自治会は、それぞれの地域で福祉、環境、防

災・防犯活動等様々な役割を果たしていただいているが、近年の生活様式の変化や個人の価

値観の多様化などの要因から自治会加入率は、年々低下している。（H21.1月現在加入率
70.9％）そのため、各単位自治会の組織、財政基盤が弱体化し、地域コミュニティ崩壊の危
機に瀕している状況にある。 
このような状況から、市連合自治会への加入促進活動への積極的な協力とともに加入率低

下による財政的基盤の弱体化を軽減するために、連合自治会に対する財政支援の拡充を図る

こととし、平成２０年度から従来の公募による補助金制度よりも安定性のある交付金制度を

スタートさせることとなり、広報活動事業、防犯活動推進事業、ごみ減量化等啓発事業など

の支援を安定的に実施するとともに、新たに「魅力あふれる地域コミュニティ創生事業」を

新設した。２０年度においては、自主防災の充実強化に関する活動、安全・安心なまちづく

りに関する活動、歴史・文化等地域資源を活かす活動、健康増進・スポーツ振興に関する活

動、地域環境の美化・保全に関する活動など地域の独自性を活かした多種多様な活動に取り

組んでいただき、適正に実施された。 
H20実績 防犯活動推進事業14,787千円（各単位自治会323箇所） 
 新居浜市広報活動事業25,551千円（市・各連合自治会・各単位自治会323箇所） 
 ごみ減量化等啓発事業259千円（各連合自治会（18箇所）） 
 魅力あふれる地域コミュニティ創生事業6,300千円（連合自治会他計18事業） 
また、自治会加入促進についても、２０年度は自治会加入促進小委員会において、街頭キ

ャンペーンをはじめ、市政だよりやＣＡＴＶなどで加入促進運動を展開した。 

今後の指針（案） 
自治会支援策としての交付金制度をより有効に活用していただくとともに、「魅力あふれ

る地域コミュニティ創生事業」については、事業目的に沿った地域独自の歴史、文化、伝統

等地域特性を活かした魅力ある地域づくりを図ってもらうことを主眼に活動していただき、

事業が適正に執行されるようチェックしながら、「自立・連携のまちづくり」、「協働のま

ちづくり」推進のため、自治会と連携して取り組んでいく。 
なお、交付金事業は、３年ごとに見直す（平成２２年度中）こととしており、事業成果を

見ながら、改良を図っていく予定である。 
また、自治会の加入促進についても、市連合自治会との連携を密にしながら、加入促進を

図っていくと同時に市職員の自治会への加入率向上を図っていく。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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平成２１年度重要事業及び懸案事項管理表 
 

事項名 消費生活の安定と向上 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 広報相談課 関連する部局課名 

食の安全、電気

製品・施設機器

の瑕疵等、多く

の課所に及ぶ。

 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

新居浜市は、昭和５５年以降、消費生活をめぐる苦情やトラブルなどの相談に応じるため、

県下ではいち早く消費者相談窓口を設置し、今日まで積極的に対応してきており、県下におい

ては先進市として周知されている。 

国においては、最近、全国的に食品の不正表示、悪質商法など消費者（国民）の信頼を裏切

る事件が顕著になってきていることから、消費者・生活者の視点にたった行政に転換するべく、

本年中の「消費者庁創設」に向けた作業を急ピッチで進めている。Ｈ21年4月『消費者安全法

案』が国会で可決・承認されたが、同法案では、①消費生活相談及び苦情処理のためのあっせ

んを行うこと、②例えば、こんにゃくゼリーでの死亡事故等を把握した場合の内閣総理大臣へ

通知すること、等が市町村の義務となり、また、③消費生活センターを設置する市町村は、相

談員に加え専任職員の配置、養成等の措置を講じ、資質向上に努めなければならない、等と規

定されており、今後、省令等でより詳細事項が決定される予定となっている。 

  

今後の指針（案） 

国の第２次補正予算に伴い、県が造成した「地方消費者行政活性化基金」を有効活用し、消

費生活相談コーナーの拡充、消費生活相談員及び専任職員の確保・充実及び研修体制の整備等

により相談体制を拡充し、『困った時には頼りになる新居浜市』としてのイメージ強化を図る。

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 

 

 

 

 

 

 



                    21 

（様式）       平成１６年度重要事業及び懸案事項管理表 
 

事項名 
愛媛県人権対策協議会新居浜支

部の機能回復 
類別 

公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 人権擁護課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 平成 ３年６月３０日、支部の意見の相違により支部を解散する。 

平成 ３年８月    ２つの団体組織が結成される。 

平成 ８年６月    協議会方式により半年間支部運営がなされたが、運営停止する。

平成１３年３月    支部運営と支部長の選任について協議を図ったが、２名の出席

で開会できなかった。 

 
平成１４年４月２６日、愛媛県同和対策協議会が総会で名称変更を議決する。 

           （愛媛県同和対策協議会から愛媛県人権対策協議会へ） 

 平成３年６月、愛媛県同和対策協議会新居浜支部内の意見の相違により支部を解散した

その後、県当局、関係者及び関係団体との協議を重ねたが、合意には至らなかった。 

 平成８年８月、新居浜市と意見の相違する双方との合意のもと、確約書を交わし、協議

会方式により会を運営することとした。 

 約６か月間支部の運営が続いたが、その後、確約書の白紙撤回及び役員の変更等の申し

出があり、これらの件について協議会を開催しようとしたが、意見の相違により開催でき

ない状態が続いている。 

 平成１３年２月、確約書に基づく協議会開催を図るため、当時の役員の話し合いの場を

設けたが、確約書の解釈に相違があり、会議開催には至らなかった。 

 

今後の指針（案） 

支部は任意団体であり、行政としての関わりにはおのずと限りがあるが、協議会を足が

かりに当時の役員及び関係者と協議を図りながら、行政の責務である同和問題解決のため

にも、支部の正常化に向けて取り組みたい。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１９年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 住宅新築資金等貸付金の償還推進 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項

新たな政策課題  その他 

担当部局課名 人権擁護課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 昭和４８年から平成７年まで２３年間にわたり貸付が行われ、現在は償還のみとなって

いるが、徴収率の低下に伴い市財源の確保と市民に対する公平な行政という観点から貸付

金の償還については、未納者の解消を図るためこまめな臨戸徴収に重点をいれている。 

 平成１８～２０年度と県内住宅新築資金等貸付事業償還事務担当者会議を開催する中

で、債権の確保と回収事務を懸案課題として、法的措置についても実態の把握を行うとと

もに、弁護士の同席を得て法律上の見解をいただきながら研究している。 

 庁内の償還推進体制の強化をはかるよう議会でも求められている。 

 本年４月２１日開催の県下の副市長会に県レベルでの連絡協議会の設置及び滞納整理組

合的組織の設置についての研究・検討を提案した。 

 償還状況 

貸 付 金  ２３億１２３４万円余（利子含２９億９３２万円余） 

       ６４６件（４４２人） 

滞納繰越額    １億９２５４万円余（平成１９年度決算） 

今後の指針（案） 

 償還推進体制について、４月２１日開催の県内副市長会において債権管理等に関する事

務を共同処理するための組織づくりについて、研究・検討を行う連絡協議会を設置するこ

とについて各市の合意を得た。今後各市の担当課の連絡をいただき、新居浜市が主体とな

って連絡協議会を開催する。 

滞納者に対する文書等による督促、催告、保証人への通知。徴収の強化月間を設け訪問・

相談を行う。 

特に長期滞納者の滞納整理を進めるため、滞納者の個々の状況を把握するとともに、本人

及び保証人宅への訪問相談を行い分割等による納付を進めていく。 

返済に応じない滞納者については、庁内的な協力体制により債務者の収入・資産の状況把

握に努めるとともに、法的措置が妥当と思われるものについて適正に対応していく。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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平成２１年度重要事業及び懸案事項管理表 
 

事項名 ワンストップサービスの実施 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 市民課 関連する部局課名 

住民異動に伴って手続きの発生する

課、電算システム担当課、人事担当

課及び庁舎管理担当課など多数 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯（平成21年4月21日現在） 

【市民課が主管課になる以前の取り組み（平成18年度以前）】 

○行政改革大綱（平成14～18年度）「窓口業務の一元化」 

○行政改革大綱の見直し（平成16～18年度）「ワンストップサービス窓口の開設」 

○「迅速・丁寧」専門部会が、ワンストップサービス実施に係る検討結果をまとめる。（平成18年9月8日） 
【市民課が主管課になってからの取り組み（平成19年度以降）】 

○ワンストップサービス推進委員会の設置：9課18名（平成19年7月30日～平成20年3月31日） 

○「ワンストップサービス実施に係る検討結果報告書」を作成（平成20年3月31日） 

○「件名：ワンストップサービスの実施について」企画財政会議実施（平成20年8月19日） 

○ワンストップサービスプロジェクト会議の設置：9課10名（平成20年10月7日～） 

○転入に伴う乳幼児医療受給資格認定申請など14手続きの取扱いを市民課②番窓口で開始（平成21年2月25日～）

○市民課にフロアマネージャー（臨時職員2名）を配置（平成21年4月1日～） 
プロジェクト会議で協議・検討した結果、平成20年度中に、市民課の窓口で他課業務の一部手

続きの取扱いを開始することができた。 

今後の指針（案） 

中・長期展望に立ったスケジュールにより、部局の枠を横断した総合窓口の実現を図る。 

期別 目標 

第 1 期 

平成21年2月～ 
住民異動に伴って発生する手続きの内、システムや人員に依存しない簡易な手続

きについて、可能な範囲から市民課窓口での取扱を試行する。 

改善期 

平成21年度 
第1期実施内容を検証し、次期実施に向けた人員配置や窓口施設について改善、

検討を行う。 

第 2 期 

平成22～23年度 
改善期の検討結果を人員配置や窓口施設に反映することにより、可能な範囲で取

扱手続きを拡大し、業務改善と市民サービスの向上を図る。 

第 3 期 

平成24年度～ 
基幹業務システム（ｅ－ＡＤ）の更新（平成24年4月予定）と第2期までの実施内

容を踏まえ、より効果的かつ合理的な窓口へ再編・整備する。 
 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 浄化槽設置整備事業 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 環境部環境保全課 関連する部局課名 
環境部下水道

建設課 
 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 浄化槽の設置補助事業は昭和６３年度から実施しており、平成１６年度は１７０基、平

成１７年度は１２６基、平成１８年度は１０５基、平成１９年度は４９基、平成２０年度

は５３基の補助をしている。平成２０年度までの補助事業設置累計は１，６１９基となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

今後の指針（案） 

公共下水道事業認可区域外について、浄化槽設置の促進を図り、公共下水道整備と併せての

水洗化率の向上を目指す。 

 

 

庁議決定（指針・方向性） 

原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２０年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 公害防止協定の見直し 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 環境部環境保全課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
・ 昭和４５年に住友金属鉱山㈱（東予製錬所） 

・ 昭和４７年に住友化学工業㈱（現住友化学㈱）・住友共同電力㈱・住友金属鉱山㈱（別

子事業所）・住友ノーガタック㈱（現日本エイアンドエル㈱） 
・ 平成７年に住友重機械工業㈱と公害防止協定を締結している。 
 
平成１９年に上記事業所の中で、ばい煙排出量が法基準を超過したり、測定義務を怠っ

ていたところがあった。 
 
法基準が協定基準より厳しくなっていることもあり、時代に即した協定とするため、関

係各社と協議を行った。（平成２０年７月、１２月、平成２１年１月、２月、３月） 

今後の指針（案） 
 
引き続き関係各社と協議を続け、新しい協定を今年度中に締結する。 

 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１７年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 ごみ有料化 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 環境部ごみ減量課 関連する部局課名 環境施設課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 大型ごみの有料化については、平成１３年６月議会に上程したが、継続審査となり、９月

議会で撤回した経緯がある。その後、家庭ごみの処理を有料化する動きが全国的に広がって

おり、環境省も家庭ごみの有料化を推進する方向となっている。本市においてもごみの減量

化を推進する必要があることから、庁内組織、新居浜市ごみ有料化調査研究委員会を平成１

６年４月に設置し、平成１８年３月に結果を市長に報告した。 

 その後、平成１９年２月に「廃棄物減量等推進審議会」から出された有料化についての答

申を基に、有料化の方法、金額等具体的な案を検討し、２０年１月の企画財政会議において

承認された。 

 平成２０年５月に家庭ごみ一部有料化計画(案)を決定し、会派説明、パブリックコメント、

まちづくり校区集会での説明を実施し、計画案に対する意見、課題をまとめ、また校区集会

後に希望する自治会への再説明を行った。 

 １０月２２日に市連合自治会から、経済情勢が厳しい、家庭ごみ減量について啓発と減量

施策が必要である、自治会未加入者の対策、適正なステーション管理等の検討が必要である、

混乱を避けるため分別変更を先行する必要がある等の理由により、平成２１年１０月１日実

施の見送りするよう要望書が出され、先送りを決定した。 

 

今後の指針（案） 

 有料化以外の減量施策を先行実施し、その結果を踏まえ、第五次長期総合計画を策定す

る中で判断する。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２１年度重要事業及び懸案事項管理表 
 

事項名 ごみ分別収集事業 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 環境部ごみ減量課 関連する部局課名 環境施設課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 平成１８年４月から９種分別収集を実施し、埋立ごみの削減、リサイクルの推進に大きな

効果があった。さらにリサイクルを推進するため、プラスチック製容器包装、蛍光灯を分別

収集し、びん、缶については袋収集からコンテナ及びネットによる回収を行い、また、不燃

系ごみの雑ごみと小型破砕ごみを不燃物に統一してわかりやすい分別とするため、分別区

分、収集方法を１０月１日から変更する。 

  

今後の指針（案） 

 市民への周知のため、単位自治会等への説明会、市政だより等による広報、新しい分別

辞典と１０月以降のごみカレンダーの作成、配布を行うとともに、収集業務の委託契約に

ついての事務をすすめ、１０月からの円滑な実施を図る。 

 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 
公共下水道事業（汚水施設）・浸水対

策事業（雨水施設） 
類別 

公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 環境部下水道建設課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 平成１４年７月、公共下水道事業全体計画の見直し作業に着手し、平成１５年８月には

「新居浜市下水道化基本構想検討委員会」を設置して、庁内の意見集約と意思統一を図り、

平成１５年度末に見直し業務を完了した。平成１６、１７年度に、この全体計画に基づき、

認可区域の拡張を含めた事業認可計画の見直しを行い、国の変更認可を取得した。 

 平成２０年１０月に愛媛県公共事業再評価委員会において公共下水道事業継続の結果を

得た。 

今後の指針（案） 

 拡張した認可区域を含む未整備区域について、公共下水道汚水施設及び浸水対策雨水施設

の整備促進を図る。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２１年度重要事業及び懸案事項管理表 
 

事項名 下水道事業経営の健全化 類別 
公約・議会答弁・監査・懸案事項 
新たな政策課題 ・その他 

担当部局課名 
環境部 

下水道管理課 
関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

・下水道事業にとって経営の安定化は最重点課題であり、中でも財源の確保という観

点から、公共下水道事業の収入の根幹をなす下水道使用料については、昭和５５年

の供用開始以来概ね４年ごとに改定するとともに、収納率の向上にも努めてきた。 

・平成１７年１２月議会で、下水道使用料を８．０１％引き上げる下水道条例の改定

が可決され、平成１８年４月分から適用されているが、平成１９年度決算における汚

水処理経費に対する使用料収入の割合は約４２％であり、本来１００％使用料で賄うべき

である汚水処理経費について、多額の一般会計繰入金に依存している。 

・下水道事業の普及啓発、水洗化の促進を図るため、下水道整備後３年経過した公共下水

道未接続世帯に対する訪問調査を実施している。 

・汚泥消化ガスの有効利用と新たな財源確保を図るため、平成２０年２月から余剰ガスの

売却を行っている。 

今後の指針（案） 

・簡素で効率的な財政運営を推進するために、今後とも下水道使用料の改定を含む歳

入の確保と効率的な事業運営に積極的に取り組む必要がある。 

・平成１８年度下水道使用料改定時の財政計画期間が、平成２１年度で終了するため、平

成２２年度以降の新たな財政計画を策定し、それに基づき使用料改定の検討を行う。 

・緊急雇用対策事業を活用し、公共下水道未接続の家庭を訪問し、水洗便所改造資金融資

斡旋制度の周知を通じて更なる水洗化率の向上に努める。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）        平成１７年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 
さらなる企業立地の推進 

類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項 
 新たな政策課題  その他 

担当部局課名 経済部 商工労政課 関連する部局課名 都市計画課  
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
多極型産業推進事業用地の企業用地については、企業用地（１）（２）（３）として 
分譲した６３,６２５㎡の内、１区画（１,７５０㎡）を残した６１,８７５㎡について、立
地がなされた。 
このため、平成１６年４月に福祉･住宅用地、多目的広場のゾーニングを変更し、新たな

企業用地（４）として、平成１７年３月に８区画２６,０６８㎡を設定したが、平成１８年
度末までにすべて分譲が完了し、立地がなされた。 
 また、企業立地促進条例について、新規立地企業や既存企業の新事業展開に対する優遇

制度として、平成１７年４月に企業グループによる立地形態など多様化する企業ニーズに

対応した制度に改め、平成２０年４月には、駅前大街区地域への立地に対する課税免除措

置や中小企業に対する奨励措置の拡充を図るとともに平成２２年度まで３ヶ年の延長を行

い、平成２１年４月には、民間遊休地への利活用を図るための奨励措置を新設した。 
 

今後の指針（案） 
 民間等の遊休用地や空き工場への企業立地を支援する未利用地登録制度を更に充実するとと

もに、新たな工業用地を確保するため、平成２１年度から貯木場用地の造成工事を行い、多極

型産業推進事業用地のゾーニング変更等を検討する。また、特定用途制限地域における新たな

企業立地支援型の地区なども視野に入れた具体的な適地を調査、検討する。さらに平成２０年

度に見直しを行った企業立地促進条例のPRを行うとともに、企業立地促進法に基づく基本
計画が定められたことから四国経済産業局、愛媛県と緊密な連携を図りながら企業立地の

促進を図る。 

庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 クリーンエネルギー対策への研究開発支援 類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項 

 新たな政策課題 その他 
担当部局課名 経済部商工労政課 関連する部局課名 ごみ減量課 環境保全課 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 

  市内事業所の中で、クリーンエネルギー対策ではなく、停電・節電対策で太陽光を利用した新製
品を開発したところがあり、中小企業振興条例に基づく助成等を行ってきた。 

 平成１４年度に東予産業創造センターと連携し、一部事業所に聞き取り調査を実施したが、

風力、太陽光発電の研究開発に取り組む予定の事業所はなかった。 

 最近では、下水汚泥、廃油等の廃棄物を利用した事業に取り組む事業者も見られるようにな

ってきており、下水汚泥を利用した事業では、市も事業者と共同で事業に取り組んでいる。 

 平成２０年度には、次世代エネルギーとして期待される家庭用燃料電池に搭載する低圧型脱

硫器を開発した事業所に対し、中小企業振興条例に基づく新製品開発事業補助を実施した。 

今後の指針（案） 
◎ 研究開発に取り組む事業所が出てきたとき 

    ・東予産業創造センター、産業技術研究所等関係機関の中で、技術面での支援機関を探す。 
    ・国、県の補助金等の支援策を紹介 
    ・市単独の補助金等支援 

   中小企業振興条例に基づく「新製品開発補助事業」「市場開拓事業及び催物等補助事業」

   等により、自社製品を持つ事業所に対し側面的な支援を行っていく。 

 なお、風力発電については、風力発電の実施地域では、発電量の不安定さからその維持に

窮している現状もあり、太陽エネルギー、バイオマスエネルギー等の利活用についてもその

研究開発支援に取り組む。 
   

庁議決定（指針・方向性） 
原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１７年度重要事業及び懸案事項管理表 

（平成２１年度変更） 

事項名 
高齢化社会に対応した商店街づ

くり 
類別 

公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 経済部商工労政課 関連する部局課名 
福祉部介護福

祉課 
福祉部福祉課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 新居浜市中心商店街地区では大手スーパー・ニチイ撤退後、建物を改築して複合福祉施設が

立地している。日常生活用品の店については大手スーパーの撤退で心配されたが、新たなスー

パーが２店舗立地して解消された。また、平成１６年度に中心商店街の再生を目指し、実施し

た「地域再生マネージャー事業」の成果（車椅子での地域探検の実施など）を活かし、引き続

き商店主を初めとした市民の力で、中心商店街内外の高齢者にやさしい魅力的なまちづくりに

向けての研究や取組みが進められている。 

今後の指針（案） 

 地域再生マネージャー事業で組織化された新居浜地域再生まちづくり協議会のまちづくり

活動を継続的に支援していく。 

 平成２１年度に緊急雇用創出事業を活用し「商店街訪問調査事業」を実施することとしてお

り、商店街の空き店舗状況、後継者の有無等の項目について調査を実施するが、あわせて高齢

化社会に対応した取り組み状況についても調査を行う。 

また、商工会議所が今後実施予定の高齢者、障害者と商店街を対象とした「ふれ愛御用聞き

出前事業」についても、商工会議所、商店街関係者と連携を図り、支援を行っていく。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 世界に誇れる太鼓祭りとするための市民ぐるみの

取り組み 

類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項

 新たな政策課題 その他 

担当部局課名 経済部運輸観光課 関連する部局課名 市民活動推進課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 新居浜市太鼓祭り推進委員会は、昭和４６年に発足し現在に至っている。会長に市議会議長、顧

問に市長、商工会議所会頭が就き、各地区運営委員会等市民団体、行政関係者など２５名の委員と

アドバイザー１名で構成されている。この目的は、新居浜太鼓祭りを市民にとって平和で楽しい親

しみのある祭典とするとともに観光面に寄与させ、伝統ある民族文化行事として、発展させるため

の方策を検討し、推進することとしている。 
 また、平成１０年８月３０日、新居浜市・平和な太鼓祭りシンポジウム実行委員会主催によるシ

ンポジウムを開催した。文化センターに約１０００人の市民が参加し、今後の祭りのあり方につい

て多くの意見を得た。 
  一方、太鼓台の派遣事業は、昭和４５年の大阪万博をかわきりに平成５年のシンガポール派遣な
ど市が関与したもので１４回行っている。 

 行政側の取り組みとしては、平成１５年１月に庁内プロジェクトのひとつとして「新居浜市

太鼓祭り推進調査研究委員会」を組織し、平成１７年３月に最終的な報告書に係る審議を終え

ている。平成１９年度には、愛媛県が中心となり新居浜市、西条市の関係者で構成する西条ま

つり・新居浜太鼓祭り観光ブランド化推進実行委員会が組織され、愛媛を代表する祭りとして

新居浜太鼓祭りの情報発信、誘客事業等を行っている。 

今後の指針（案） 
 市民の祭りとして歴史と伝統をもち、豪華絢爛、勇壮華麗な資源として世界に誇りうる祭りであ

が、反面、反社会的な行動も見受けられ改善が求められるものである。 

  また、観光面からとらえて、通年性と体験型もしくは疑似体験のできるシステム作りが必要であ
る。 
  これまで庁内組織である太鼓祭り推進調査研究委員会において、行政側の立場から太鼓祭りの
情報発信等について検討してきたが、今後、新居浜市太鼓祭り推進委員会を中心に、太鼓台関係

者等の意見を伺いながら、今後の太鼓祭りのあり方や受け入れ体制、情報発信を含めた市民ぐるみ

の取り組み方策について検討する。 

西条まつり・新居浜太鼓祭り観光ブランド化推進実行委員会が行う諸事業については、積極

的に協力し、新居浜太鼓祭りの魅力を情報発信するとともに、受け入れ体制の整備等を図って

いく。 

平成２０年度の太鼓祭の開催日が不統一となったことを踏まえ、太鼓祭りのあり方について、

市民及び各種団体の意見を調査してまとめ、統一した開催日となる事も含め、今後の太鼓祭り

の方向性を見出す。 

庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２１年度重要事業及び懸案事項管理表 
 

事項名 
運輸交通体系の整備推進と地域

循環バスの導入 
類別 

公約・議会答弁・監査・懸案事項 
新たな政策課題 ・その他 

担当部局課名 経済部運輸観光課 関連する部局課名 建設部各課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

○平成１４年度に地域循環バスの庁内調査研究委員会、平成１５年度に庁外委員を中心とし

た導入検討協議会を設置し協議を進めてきたが、予算化を断念する。 

○平成１８年度から新居浜市都市交通計画の策定作業をスタートし、その中で公共交通空白

地帯の改善としてコミュニティバス等の導入を検討。 

○平成２１年３月 新居浜市都市交通マスタープラン、新居浜市都市交通戦略 策定 

 ・概ね２０年後の目指すべき姿、今後１０年間の整備計画を決定。 

 ・コミュニティバス等の導入  

現在、道路が狭く路線バスが通行できない地域などについては、コミュニティバスや

デマンドタクシーといった公共交通の導入を図る。導入する地域、車両、運行方法な

どについて、今後、事業者や地域住民との協議をふまえ、詳細な検討を行う。 

今後の指針（案） 

１ 平成２１年度から、各整備計画の進行管理を行い、着実な整備推進を図る。 

２ コミュニティバス等の導入 

   平成２１年度  対象地域の住民（自治会）や事業者と連携を図りながら、ルート候

補地の選定、車両方式の絞り込み等、試走運行計画を策定 

   平成２２年度  試走運行、効果検証 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 農林水産業の振興と地産地消の推進 類別 
公約 議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 農林水産課 関連する部局課名 学校給食課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
本市の農業は、小規模・兼業化による都市近郊型農業であることから、この実態を踏まえた作物振興

を図っている。また、地場消費については、ＪＡ新居浜市が「あかがね市」を開設しており、その支援

として、周年栽培・収穫ができる雨除けハウス設置事業を行っている。 

次に、林業については、林業経営の集約化、造林補助事業の強化、機械化による低コスト林業の

推進に取り組んでいる。 
 次に水産業については、これまで地場特産品づくりとして、イワシの煮干し、干しエビなどの水産物の

加工による付加価値の向上に努めるとともに、ガザミ、ヒラメなどの中間育成放流事業、抱卵ガザミ放流

事業などに取り組んでいる。 

 しかし、取り組みが漁協単位での小規模なため、各単協単位で見ればそれなりの成果を挙げているが、

新居浜市独自のブランドというまでには成熟していないというのが現状である。 

 また、学校給食における地元農産物利用促進のため、学校給食地元農産物利用促進会において、 

生産者の拡大や安定供給などについて協議をしている。 

今後の指針（案） 

自給率向上のため、地産地消の推進、農業については、耕作放棄地対策、有機農業対策を三本柱

とした、足腰の強い新居浜農業の確立を目指すため、新居浜産農産物のキャッチフレーズ、マスコ

ットキャラクターを設定し、地産地消の推進、地元産農産物の消費拡大につなげる。また、本市農

業を再生させるため、平成22年度から実施予定の学校給食用食材の契約栽培、本市独自の耕作放

棄地対策を、今年中に完成させることとするが、生産者、消費者、関係団体、行政が十分協議し

ながら作り上げ、今後の農業政策の基盤づくりを行っていく。 

漁業については、特産品づくり向けて、「新居浜市漁業振興対策協議会」で具体的な調査研究を

一層奨励するとともに、愛媛県水産局、愛媛県漁連等のアドバイスも得ながら、積極的な支援策の

展開について鋭意検討する。 

 また、地場消費への支援については、魚食普及の推進を図るため、愛媛県漁連が主体となって実施して

きた、おさかなママさんによる「料理教室」、「おさかなキャラバン隊」を引き続き積極的に支援すると

ともに、新たに、地域児童にヒラメの稚魚の放流体験をさせる。 

次に、農林水産物の「地産地消」を推進するため、ＪＡ新居浜市が設置する産直施設「四季菜広場」

を市民にＰＲし、売上げ増加に繋げるとともに、えひめ愛フード推進機構(会長 加戸守行)が定め

た「地産地消の日」の推進を図りたい。 

さらに、自給率の向上、農業の持続的発展に向け「新居浜市農業政策推進会議」において、農産

物のブランド化も含め、本市に見合った農業政策を協議する。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２０年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 飲料水供給施設整備事業 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 新市 

担当部局課名 経済部別子山支所 関連する部局課名 水 道 局  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 新市建設計画においては当初、簡易水道整備を計画していたが、①水道法における簡易

水道給水人口の基準をクリアできない。②全世帯を賄える給水量を確保できる水源がない。

③建設費が１０億円以上かかるという費用対効果の問題もあることから、その代替策とし

て、県条例水道規模の飲料水供給施設を整備する。（新市建設計画後期計画で変更決定） 

 別子山地域には県条例水道が２か所（普及率３２．１％）あり、他の集落（３１か所）

については、各家庭が水源、施設の維持管理を行っている。しかしながら地域住民の高齢

化（平成２１年３月３１日 ５０．２４％）が著しく、各家庭での維持管理が難しくなっ

ていることから、地域住民の要望も受け、別子山地域全戸において、「安全・安心・安定

的」な飲料水供給施設を整備する。 

 

今後の指針（案） 

平成２０年度において、飲料水供給施設整備計画（内容、スケジュール等）の見直しを

行い、企財会（決裁）において了承された。 

（事業計画） 

 平成２１年度 基本構想（基本計画）策定、水質・水量調査、住民意向調査等 

 平成２２年度 実施設計（現地調査・測量・実施設計）、 

 平成２３年度～平成２５年度 工事請負（３３給水区を８給水区に統合） 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）      平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 

（平成２０年度変更） 

事項名 駅南の面整備、鉄道高架化などの実現のために 
関係機関と積極的に協議を進める。 

類

別

 公約、 議会答弁 

担当部局課名 都市計画課 関連する部局課名 区画整理課 商工労政課

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 総合政策課 駅周辺整備室

新居浜駅前土地区画整理事業を施行中であるが、駅周辺整備事業として、「駅南の面整備（区 
画整理）」、「鉄道（ＪＲ）の高架化」など、課題が山積している。いずれも新居浜駅前土地区 
画整理事業を進めていく中で、検討を約束してきたものであり、特に鉄道高架に関しては新 

居浜商工会議所に新居浜駅高架促進期成同盟会が設立され、鉄道高架事業の早期完成のため 

の活動を開始されており、今後、新居浜駅前土地区画整理事業の進捗に合わせて、より具体 

的な方向性を示していく必要がある。 

 

 

 

今後の指針（案） 

 新居浜駅前土地区画整理事業の進捗に合わせて、今後、駅南の面整備は区画整理課、鉄道 

高架化は都市計画課において、次期長期総合計画の中で具体的な方向を示せるよう検討を進め

る。 

 

庁議決定（指針・方向性） 
指針案のとおり進めていくが、事業立案時に、情報提供し、より多くの市民、利害関係

者等意見を求め、それを考慮し事業決定していくこと。 

 

  



                    38 

（様式）       平成１９年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 
用途地域及び特定用途制限地域

の見直し 
類別 議会答弁 

担当部局課名 都市計画課 関連する部局課名 
農林水産課 

農業委員会 

資産税課 

商工労政課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 平成１６年５月の線引き廃止や社会経済情勢の変化、都市基盤施設の整備の進捗、まちづ

くり三法の改正等に対応するため、平成１９年２月に新居浜市都市計画マスタープランを改

訂し、平成２０年１０月に用途地域及び特定用途制限地域の変更を行った。 

 今後は、新居浜市都市計画マスタープランの土地利用方針に基づき、用途地域周辺部の既

成市街地内にある用途白地地域について、周辺との調和を図りつつ用途地域への指定を行

い適正かつ合理的な土地利用の誘導を図ることとしている。 

 

今後の指針（案） 

 
 用途地域に指定するためには農業振興地域の指定解除が必要なことから、「都市計画と農

林漁業との調整措置」に基づき国・愛媛県・関係団体との協議が必要である。 

 また、新たに用途地域へ指定する地区には都市計画税が課税されることから、庁内関係部

局と十分な協議・調整を行い、当該地区内の納税者に課税内容と今後の都市施設の整備方針

などを周知・説明する必要がある。 

 具体的な見直しスケジュールとしては、平成２１年度に国・県・関係団体との協議を進め

て、早期に用途白地地域の用途地域指定に向けた法手続を開始することとしている。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２０年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成21年度変更） 

事項名 国領川緑地の再生整備 類別 議会答弁 

担当部局課名 都市計画課 関連する部局課名 体育文化課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 国領川緑地については、市民に密着した「身近な憩いと安らぎの場」として「多くの市民が気軽に利用」

でき、「健康増進・スポーツに親しむ場」となることを基本として、平成20年度より、まちづくり交付金

事業による「国領川緑地再生整備事業」を実施している。平成20年度においては実施設計の作成及び、河

川占用協議を進め、平成21年度から3カ年で本格的な整備工事を行う 

 

今後の指針（案） 

 平成20年度に実施計画を策定し、愛媛県とも河川占用の協議がほぼ整ったので、今年度占

用申請を行うと供に、基本的に特に整備の望まれるトイレ整備を先行した事業年次計画を策

定し、その計画に協議が整った整備工事を行う。 

 また、河川敷利用者の代表からなる「国領川緑地利用者協議会」を引き続き開催し、不法

占用工作物の撤去をはじめとした河川敷の利便性向上と適正な利用につながるルール作り

を進める。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 

（平成２１年度変更） 
 
事項名 上部東西線の整備 

類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項 
 新たな政策課題 その他 

担当部局課名 建設部 道路課 関連する部局課名

 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
・主要地方道新居浜別子山線から市道中須賀上原線の間（L=1,339m）を、昭和63年度から平成10
年度までに、街路事業で整備した。 

・国道11号から市道渦井橋大野山線の間（L=744m）を、平成2年度から平成11年度までに、地方

道事業で整備した。 

・残区間（L=2.9km）について、平成12年度に、路線測量と予備設計を実施し、残事業費は、旦

の上地区を含めて約50億円必要である。 

・平成15年9月議会 

 測量、設計に平成19年度に着手予定。 

・平成18年6月議会 

平成19年度の事業化は困難。11号BP、駅前滝宮線、新居浜駅菊本線などの進捗状況や、長期的

財政状況の変化を見極めながら着手時期を判断する。 

・平成19年8月企画財政会議において、事業着手を平成23年度とする。 

・平成20年3月議会 

 市道中須賀上原線から市道萩生出口本線までの延長約908mを平成23年度事業着手予定。 

・平成21年度施政方針において、市道中須賀上原線から市道萩生出口本線間の事業化を図るため
当初予算に調査費を計上。 

 
今後の指針（案） 

 
・市道中須賀上原線から市道萩生出口本線の間を街路事業で事業化を図る。 

 延長908m、幅員16m、事業期間H21～H29、事業費約13.2億円 

第１期：市道中須賀上原線～市道横山高尾線 H21～H24 
第２期：市道横山高尾線～市道萩生出口本線 H25～H29 

 
庁議決定（指針・方向性） 
  
 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１９年度重要事業及び懸案事項管理表 

（平成２１年度変更） 
 
事項名 道路緊急舗装等事業 

類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項 
 新たな政策課題 その他 

担当部局課名 建設部 道路課 関連する部局課名

 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
・道路整備事業において、舗装の損傷が激しい箇所から順次打換えやオーバーレイを実施してきたが、
転倒事故等が発生するなど補修が追いつていない状況である。 
・16年災害により舗装の痛みに拍車がかかっており、平成17年度に幹部職員による危険箇所調査を実
施した。 
・平成18年3月議会、12月議会 
 生活道路の安全のための取り組み状況答弁。 
・計画的な維持管理を目指すため、平成18年度に大島、別子山、河又東平、大生院の一部を除く市道
 1，109路線、延長453kmについて、外部委託による調査を実施した。 
・調査結果から、舗装打換えやオーバーレイ等により補修が急がれる面積が約16万㎡あり、約9億円が
必要となっている。 
・平成19年度当初予算で2億4千万円予算化。9月補正予算で6千万円増額し、総事業費3億円で面積 
59,325㎡の舗装補修を実施した。 
・平成20年度当初予算で3億円予算化。 
・平成20年度3月補正で5千万円予算化 
・平成21年度当初で2億5千万円予算化 
 
 （市道全延長：467km、全舗装面積：220万㎡） 

 
今後の指針（案） 

 
・  安全で円滑な通行を確保するため、損傷した舗装の打ち換えやオーバーレイを3カ年で実施する
こととし、今年度が最終年度であるが、経年劣化により新たな舗装打ち換えやオーバーレイが必
要となっており、引き続き予算確保に努め、市道の適正な維持管理を図っていく。 

 
庁議決定（指針・方向性） 
 
 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２１年度重要事業及び懸案事項管理表 
 

事項名 橋りょう長寿命化修繕計画 類別 
公約・議会答弁・監査・懸案事項 
新たな政策課題 ・その他 

担当部局課名 建設部 道路課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
・老朽化する道路橋の予防的な修繕と計画的な架け替えにより、橋りょうの延命化を図り、

修繕及び架け替えに係る費用の縮減を目的に、平成20年12月 事業企画提案 

・平成20年度 新田東橋ほか５橋について点検業務を実施 

・平成21年度当初予算で橋梁点検及び長寿命化修繕計画策定委託料を予算化 

今後の指針（案） 

 
・平成26年度以降の国庫補助による橋りょうの補修・架け替えには長寿命化修繕計画が必

須条件となることから、今年度、市道に架かる橋長15ｍ以上の道路橋78(H20年度調査分6

橋を含む)について、点検を実施し計画を策定する。 

・橋長15ｍ未満の道路橋(267橋)についても、平成22年度以降点検及び計画策定を進めてい

く必要がある。 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１７年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２０年度変更） 

事項名 民間木造住宅耐震診断事業 類別 公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他(事務概要) 

担当部局課名 建築指導課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

近い将来発生が予想されている南海地震等による被害軽減と、地震に対する市民の防災

対策意識の醸成を図ることを目的として、平成１６年より市と県が協力して実施体制を整

備し、耐震診断の促進を図るため、木造住宅耐震診断事業を開始。 

昨年は、補助予定戸数５０戸に達しなかった。 

今年度は、募集戸数（２５戸）に対して補助戸数が２５戸になるよう市のホームページ

や市政だより、回覧板並びにCATVを利用してPRに努める予定である。 

 

今後の指針（案） 

１ 耐震診断補助事業の募集時期を早め、募集戸数（２５戸）を補助 

２ 耐震診断、耐震改修の重要性の啓発 

３ 耐震改修に関する体制の検討 

庁議決定（指針・方向性） 
  原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２１年度重要事業及び懸案事項管理表 
 

事項名 民間木造住宅耐震改修事業 類別 
公約 議会答弁 監査 懸案事項 
新たな政策課題 その他（事務概要）

担当部局課名 建築指導課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

近い将来、発生が予想されている南海地震等による被害軽減と地震に対する市民の防災

対策意識の醸成を図ることを目的として、平成１６年より木造住宅の耐震診断をおこなっ

ているが、耐震診断件数が伸び悩んでおり、耐震改修費用補助への要望も多いため、新たに

木造住宅耐震改修事業をおこない、耐震診断・改修の促進と震災対策への意識高揚を図る。

 

今後の指針（案） 

１ 耐震改修補助事業実施のための体制を整備し、本年度より補助の募集を開始する 

２ 耐震診断、耐震改修の重要性の啓発 

 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２１年度重要事業及び懸案事項管理表 

 

事項名 
住宅用太陽光発電システム設置

補助事業 
類別 

公約 議会答弁 監査 懸案事項 
新たな政策課題 その他（事務概要）

担当部局課名 建築指導課 関連する部局課名 環境保全課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

将来の環境保全とエネルギー問題から、クリーンエネルギーの普及は国レベルでの課題

となっており、一時中止されていた国の太陽光発電システムの設置費用への補助も再開さ

れた。市民からも新居浜市独自の設置費用への補助を求める声が高まっており、太陽光発

電への補助を通じて環境保全への意識啓発を図る。 

今後の指針（案） 

１ 太陽光発電補助を早期に開始出来るよう努める （本年度募集予定１００棟） 

２ 環境部と連携し、環境保全意識の高揚を図る 

 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）     平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 

（平成２１年度変更） 

事項名 
教育施設・体育文化施設の整備促進 

類

別

 公約 議会答弁 監査指摘 
その他（  事務概要  ） 

担当部局課名   教育委員会総務課 関連する部局課名  社会教育課 体育文化課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 年度 プール 
建 設 

屋 体 
改造築 

校舎 
改造 

校舎 
改築 

校  舎 
耐震補強 

中学校

給 食

運動場

照 明

公民館 体 育

施 設

文 化

施 設
 

 ７ 若宮小 川東中                     
 ８ 大島小   神郷小     南  広瀬記念館

 ９      高津小       ｻｯｶｰ場   
 10      西  中     ｻｯｶｰ場  
 11      西  中  高津小    ｻｯｶｰ場  
 12    西  中  給食センター      
 13      西  中       
 14 垣生小         泉川(継続）   

15           
 16 角野小          

17  
 

         

 

 

 

   

 18 
 
 

 宮西小、高津小 
浮島小、惣開小 
若宮小、泉川小 
中萩小、角野小 

         

19 
 

 西中、川東中、 
金子小、大生院小 

  船木小、金子小 

泉川小、中萩中 

     

 20 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

金栄、中萩、高津、垣生 
東中 

 
 

 
 

金子公 
 

 
 

 
 

21 
 

    惣開、神郷、大生院、角野

小、泉川、船木、角野中 
  金子公   

22 
以降 

 北中 

 
  神郷、中萩、角野、多喜浜 

宮西、浮島小、川東、別子 
角野、南中 

  金子公   

  

今後の方針（案） 
  ・学校施設の老朽化に伴う年次的改修等の整備計画を策定する。 
  ・金子公民館の建替えについては、まちづくり交付金対象事業に採択され、平成２０年度は 

測量・地質調査及び実施設計を行い、３カ年で建設を進めていく。 

（H21建設・H22取り壊し・駐車場整備） 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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 （様式）      平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２０年度変更） 

事項名 
  教育施設の借地解消 

類

別

 公約 議会答弁 監査指摘 

その他（  事務概要  ） 

担当部局課名  学校教育課 関連する部局課名   社会教育課 体育文化課 

 現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
  ・学校施設等敷地の状況 
   神郷小学校他１６施設    敷地面積  334千㎡    内借地面積  92千㎡ 
  ・体育施設等敷地の状況 
       重量挙げ練習場敷地     敷地面積  297.1㎡    内借地面積   157.57㎡ 

  ・商業高校の県立移管に伴う未解決案件 
       隣接地 2,954.34㎡を市で買収し県へ寄付 
  ・今までの取り組み状況  平成２年３月  神郷小      95.00 ㎡  買収 

平成５年３月  文化振興会館  33.00 ㎡  買収 
平成７年11月  南中     277.70 ㎡    買収 
平成８年２月  船木小    366.90 ㎡    買収 

平成８年２月  神郷小       1,778.00㎡  買収 
              平成11年５月  武徳殿       208.00㎡  買収 
              平成12年３月  神郷小       232.99㎡  買収 

平成13年９月  神郷小      3,116.00㎡   寄付 
平成13年９月  多喜浜小      691.23㎡  寄付 
平成13年９月  泉川中        43.00㎡  寄付 

平成14年12月  神郷小       594.00㎡  買収 
平成19年11月  大島小    135.00㎡  寄付 

 今後の方針（案） 
 ・学校施設・体育施設等敷地の借地解消に向けて、財政事情が許せば、土地所有者からの 
  売却要望の強いところから買収を行う。 

     金栄小学校      6,306.23㎡   
     重量挙げ練習場     157.57㎡ 
 ・商業高校の県立移管に伴う未解決案件の解消に向けて、取り組む。 

 庁議決定（指針・方向性） 
  原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２０年度変更） 

 事項名  公立幼稚園の在り方について 類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項 

 新たな政策課題 その他 

担当部局課名  学校教育課 関連する部局課名  児童福祉課  

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 文部科学省と厚生労働省は1998年に「幼稚園と保育園の共用化等に関する指針について」を出

し、幼稚園と保育園の併設は可能になった。 

 このため、福祉部と調査研究を行なってきた。一体化は可能であるが、保育料の設定、職員

の免許、私立幼稚園・保育所の理解など課題がある状況である。 
平成１５年１２月、総合規制改革会議から、「就学前の教育・保育を一体とした総合施設」を設

置すること。その施設設備､職員資格、職員配置、幼児受入などに関する規制の水準を、それぞれ現

行の幼稚園と保育所に関する規制のどちらか緩い方の水準以下とするべきとの答申があった。 

これを受け、文部科学省、厚生労働省が「総合施設」の内容について、検討を進めており、２０

０５年には、全国３６ヶ所でモデル事業を実施した。 

２００６年幼稚園や保育所等における就学前の子どもに関する教育・保育・子育て支援の総

合的な提供を推進するため、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律」が成立した。これは、教育及び保育を一体的に提供し、地域における子育て支援

の実施をする幼稚園・保育所を知事から「認定こども園」として認定を受けることができ、経

費について助成が受けられることができる。 
 公立幼稚園を認定子ども園にするためには、施設改修や人的整備が必要となる。また、保育

園の委託化を進める中で、認定子ども園を新たにつくることは様々な観点から難しい。 

今後の指針（案） 

幼稚園児の減少傾向の中、市内における公立幼稚園としての果たすべき役割や、現状で継続

するか、等、今後の在り方について検討していく。 
 

庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１７年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名   子どもたちのための「新居浜版教育改革」 

の推進 

類

別

 公約 議会答弁 監査指摘 

その他（         ） 

担当部局課名  学校教育課 関連する部局課名

   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

開かれた学校づくりのため、「学校評議員制度」の導入、「学校に行こうデイ（日）」、「教

育懇談会」の開催、学校ホームページを開設、更新するなど、学校情報を公開し、地域の方々

に学校に関わる機会拡大に努めた。また、特色ある学校づくりのため、学校が地域の人々に魅

力を感じていただく「夢広がる学校推進事業」、児童生徒の視点から出された意見を施策に反

映させるため「こども会議」を開催予定、科学とのふれあいを通して豊かな人間性を育む「新

居浜市小中学校科学奨励賞」などを実施した。 

保護者や子どもの選択の自由の拡大を目指した「中学校選択制」を導入。小学校の通学区域

弾力化についても、平成１８年度入学する児童から実施した。 

今後の方針（案） 

・学校評議員については、多様な人材を確保するとともに、学校評価の実施との連動を図る。

・「学校へ行こうデイ（日）」は、開催回数、内容を充実し、２学期に小中学校それぞれが統

一した「学校へ行こうデイ（日）」を実施する。 

・「教育懇談会」は、引続き開催。（１学期中に開催） 

・小中学校ホームページは、平成１６年度末までに、全校で開設済。内容の充実と随時更新す

ることに努める。 

・平成１８年度から「夢広がる学校づくり推進事業」を拡大実施する。 

・「子ども会議」「新居浜市小中学校科学奨励賞」は継続実施 

庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１７年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名  

地域で学び育てる教育と県立特別支援学校の連携

類

別

 公約 議会答弁 監査指摘 

その他（         ） 

担当部局課名 
 
発達支援課 関連する部局課名

 

 学校教育課 
 

 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

 
障害のある児童生徒を地元の学校で受け入れるため、施設のバリアフリー化、指導員・学校

生活介助員の配置などを行ってきた。 

また、地元の学校に就学できない障害の重い子どもたちは、市外の養護学校などに行かざる

をえないため、市内への県立養護学校設置を愛媛県に対し、要望を重ねてきた。 

平成１７年２月愛媛県議会において、新居浜保健所跡を活用した養護学校の設置について、

検討を進めている旨の県教育長の答弁があった。 

誘致の結果、平成１８年度４月から新居浜保健所跡に愛媛県立今治養護学校新居浜分校が開

校した。開校後、児童・生徒数が増加しているが、高等部がないため、平成２１年度開設に向

け、今治養護学校新居浜分校の高等部設置について、県に陳情を行っている。 

平成２１年４月今治特別支援学校新居浜分校に名称を変更され、高等部が開設された。 

（新入学生９名） 

 

 
今後の方針（案） 
・障害のある児童・生徒を地元の学校で受け入れるため、ハード・ソフト両面の整備を引続き

行う。 

・同分校と市内小中学校児童生徒、教職員の相互交流を深め、地域の養護学校として受け入れ

るとともに、障害児教育の専門性を小中学校で生かせるよう連携を図る。 
・発達支援課が新たに設置され、今後とも連携を深める。 

庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成２０年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 地域主導型公民館への移行 類別 
公約・議会答弁・監査・懸案事項 
新たな政策課題 ・その他 

担当部局課名 社会教育課 関連する部局課名   

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

公民館に求められている「地域づくりの拠点」としての機能実現のため、地域活動や公民

館活動にたいして主体的に取り組もうとする地域住民との連携・人材登用を図り、それぞれ

の地域特性に応じた、より柔軟な公民館経営に転換することで、地域主導型公民館への移行

を図る。平成２０年４月からは、金子、惣開、若宮、泉川の４館が移行した。 

平成２１年度からは新たに新居浜公民館、金栄公民館が地域主導型に移行した。 

今後の指針（案） 

・移行した４館に対し社会教育課職員が支援していく。 

・公民館活動リーダー（志縁人）養成塾の開設及び非常勤の主事の各種研修を行う。 

・公民館館長会・各公民館運営審議会・連合自治会等に地域主導型公民館移行についての説

明また、先発の４館の状況等の情報提供を行う。 

このような取り組みを踏まえ、平成２１年度以降も、地域の気運の高まりが得られた地域

から移行を促進したい。 

 平成２１年度、地域主導型公民館の推進体制について、これまでの経緯をもとに条件

面を検討する公民館長を主たるメンバーとする検討会を開催し、方向性を打ち出す。 

 ・「志縁人養成塾」は第２シリーズを開設し、修了者の活躍の場を確保する。 

 ・新規移行館に対する兼務体制を敷き、移行館に対する指導助言は継続する。 

 ・「地域主導型公民館移行促進費」を活用し、新しい事業への取組を促進する。 

平成２３年度は第５次長期総合計画のスタートの年であり、すべての地域で、地域主

導型公民館の運用開始を目指して取り組んでいきたい。 

 

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事 項

名 
  消防団の活性化 

類

別

 公約  議会答弁  監査  懸案

事項 
担当部局課名  消防本部 総務警防課 関連する部局課名   企画調整部    財務部 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 昭和４７年に策定した消防団の近代化、合理化計画に基づき、消防団員の定数８２８名を１ 

１６名削減し現在の７１２名にし精鋭化を図るとともに詰所・ポンプ設置場所４３施設を２０ 
ｹ所削減し２３施設に統廃合。また、木造建築物をすべて鉄骨造等の不燃化とし地域の防災拠
点施設にふさわしい近代化を図り、消防車両についても適正配置と新鋭化に取り組んできたが、

消防団員の入団意欲の低下、団員自体の高齢化、サラリーマン団員の増加等消防団活動を行う 
上で様々な問題が発生してきている。 

 備考 平成１３年３月９月（白籏 愛一）        平成１３年６月。１８年３月（藤田 幸正）
         ・改革が避けられない課題である。          ・地域の特性も考慮した改革が必要 
         ・計画的に整備する。                      ・新時代にあった消防団の構築 
                         ・第三者機関の審議も視野に検討 

    平成１８年９月（藤田 幸正） 

    ・懇談会等を設置し検討する。 

今後の指針（案） 
 平成１３年６月に消防団長を委員長とした消防団活性化推進委員会を立ち上げ、分団詰所の整

備、分団等の統廃合、団員定数の見直し、女性消防団員の入団等の消防団の活性化構想について検

討を始めた。 平成１６年度で団員定数の見直しと女性消防団員について見直しを図った。しかし、

消防団詰所の整備、分団等の統廃合、車両の見直し等の懸案事項が存在する。このため平成１７年

度はまず消防団車両の見直し案を作成し消防団に提示するが、賛同を得ることが出来ない結果とな

っている。 

このため平成２０年度は職員及び団員で編成する検討委員会で消防団活性化計画を作成し、計画

に基づき各分団の定数の見直しの検討を行った。平成２１年度は関係自治会とも協議をおこないな

がら消防団の組織に関する規則の改正を行う。その他の活性化についても検討委員会を定期に開催

し、消防団の活性化を図っていく。また、高津分団詰所建設については平成２０年度に用地買収・

造成工事等が完了し２１年度中の完成を目指す。 

 

 

 

 
庁議決定（指針・方向性） 
 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名   総合的な防災体制の強化 
類

別

 公約 議会答弁 監査指摘 

その他（          ）

担当部局課名  消防本部 総務警防課 関連する部局課名   企画調整部    財務部 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
  平成１２年４月１日から災害対応強化のため、署の勤務体制を２部から３部体制へ変更し、危機

管理機能を高めるため、実践に即応した訓練等を実施するとともに、消防車両等の消防資機材につ

いても計画的に更新整備し防災体制の強化に取り組んできた。 
  急激に増加の一途を辿っている救急の需要と高度化に対しても医療機関との連携、町の救命士の
養成拡大そして救急隊員の資質の向上という三位一体で、救命率の向上に向け取り組んできた。 

災害に必要な消防職員の定数についても、平成１２年度に行政管理課長を委員長に消防職員定数

検討委員会を立ち上げ検討し、その結果を平成１３年３月２８日に市長に報告されている。今後も

人員の確保と資器材の整備に積極的に取り組む必要がある。 

また、消防の広域化について、平成１８年６月に総務省消防庁より「市町村の消防の広域化

に関する基本指針」が示され、現在愛媛県においても広域化対象市町の組み合わせ等について

検討がされていることから、消防広域化の対応について今後重点的に取り組む必要がある。 

 備考 平成１３年９月（藤田 若満） 

・ 機能の安全性と特殊災害等に対応した特殊災害対応用資機材等の更新、高度な資機

材、施設、人員等の増強を計画的に見直し、災害に万全を期する。 

    平成１３年１２月（藤田幸正） 

・ 災害に対応した人員等の配置 

・ 別子山村との合併による消防救急体制の確保 
平成２０年3月（藤田 統惟） 

・広域化推進計画策定後、各対象市町と協議し運営計画を策定する。 

平成２０年３月（岡崎溥） 

・運営計作成の中で消防団及び関係機関の連携について検討する。 
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今後の指針（案） 
 火災をはじめとする各種災害は、近年の急激な社会変化に伴い複雑多様化の傾向にあり、消防行

政は各分野において適時適切な対応が求められる厳しい状況となっている。このため初動体制の人

員確保を早期に実現するとともに、広域的総合的な防災体制の強化を図りながら各種災害に対応し

た資機材を整備更新し消防・救急・救助体制の充実に努めていく必要がある。また、１６年の一

連の豪雨災害や来るべき南海地震等の自然災害の対応には、消防団を含めた消防組織での災害対応

力には限界があり、市民による自主防災活動は欠くことが出来ない。今後は、平成18年度に立ち上

げた職員地域担当者制度により地域に密着した指導体制の確立を目指すとともに、団員による市民

指導員と連携し、地域防災力の向上を図る。 

また、消防の広域化については、平成２０年９月に愛媛県より枠組みを含めた「消防広域化推進

計画」が示されたが、市町間等との調整が難航し枠組みの決定には至らなかった。 このため、平

成２１年度中には枠組みが決定されることが見込まれることから、広域化後の消防の円滑な運営を

確保するため、広域化対象市町と連携協議を図り「広域消防運営計画」の作成を進める。 

 

 

 

庁議決定（指針・方向性） 
  原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１７年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度変更） 

事項名 専門職員の養成 類別 
公約  議会答弁  監査  懸案事項 
新たな政策課題  その他 

担当部局課名 
消防本部 

総務警防課 
関連する部局課名 企画部 財政課 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

消防の業務では、すでに救急救命士に見られるようにより高度化が求められ、組織的に専

従化が図られている。救急以外の他の消防分野においても社会要請に的確に対応するために

は、より専門性を有した職員の養成を図っていかなければならない。現在、総務省消防庁に

おいては、予防業務に当たる職員が専門知識を身につけるための「予防技術資格者」制度の

導入が検討されている。今後、ますます専門職員が求められることが予想されることから、

各種資格取得をめざし職員養成を図る必要がある。 

今後の指針（案） 

平成18年度中に14名の「予防技術資格者」を認定した。今後は、予防担当者の中から早い

段階で人選を行い、予防課が中心となって資格取得に向けたサポート体制を強化していく。

その一環として、平成19年度から違反是正プロジェクトチームを立ち上げ、専門職員の養

成を図っているが今後も継続して取り組んでいく必要がある。本年度は救急救命士研修所及

び消防大学校へそれぞれ職員１名を派遣するとともに、昨年度同様救急標準課程及び大型自

動車免許の資格取得を４名にするなど、消防活動に必要な各種資格取得を計画的に取得し資

格職員の拡大及び専門職員の養成を図り、より高度の消防活動を提供する体制維持を図る。

庁議決定（指針・方向性） 

 原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２０年度変更） 

事項名   南消防庁舎の整備 
類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項

 新たな政策課題 その他 

担当部局課名  南消防署消防課 関連する部局課名  企画調整部  財務部 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

  南消防庁舎の建築は、昭和５５年４月(鉄筋コンクリート造２階建 延９９２．２５㎡)で、
当時の職員は１５名であったが、上部地区は面積率にして約７１％、人口においても約４４％を

占め火災・救急を始め、消防行政需要が急速に増大してきたことや、高速道の開通に伴う消防事象

変容に対応するため、平成４年４月機構改革により分署から署に昇格し、人員増を図るとともに救急車

の増車、はしご車等の配備を行い施設・装備の充実強化に取り組んできた。しかしながら、事務所等

が手狭（現在２９人）のうえ救助隊員の訓練施設等もないため平成７年３ケ年実施計画の中に敷地購

入も含めた計画を進めてきたが、当時の財政事情により削除された。 
 
 備考  平成１２年９月。（佐々木 文義）        平成１３年９月。（白籏 愛一） 
            ・長期的計画の中で検討。               ・ 三ケ年実施計画の中で検討。 

今後の指針（案） 

  南消防庁舎は、築後２８年を経過し老朽化が進んでいるうえ敷地が狭く訓練場所もなく１１号線
沿いの交差点に近いため出動時に支障をきたしている。平成１６年の豪雨災害による財政事情から

庁舎の整備については一時凍結状態となっているが、移転も視野に入れ防災拠点としての南庁舎の

整備案を作成し長期計画に反映する必要がある。平成１８年２月消防審議会から消防広域化に関す

る答申が出て広域化の動きが本格化し始めており、今後の県、他市との協議の経過を踏まえ整備案

を作成する必要がある。 

庁議決定（指針・方向性） 
原案どおり採択する。 
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（様式）       平成１９年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度廃止） 

事項名 財産台帳の整備 類別   議会答弁   

担当部局課名 管財課 関連する部局課名 
全部局（水道・

港務局除く） 
 

現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 

平成12年3月に作成した紙ベースの「新居浜市財産表」が唯一の庁内共有の情報源となってい

るが、総括管理する管財課のデータと行政財産管理担当課のデータは必ずしも一致していない。

また、無償借地については管理が行き届かず、全てが把握されていない現状がある。これまで一

定の作業を進めてはきたが、遅延しているため、平成18・19年度の目標管理に掲げ、課員全員で

取り組んでいる。 

平成18年度において、財産表(土地)はデータベース化するため、資産税課土地台帳上にある「新

居浜市」名義の土地データを取り込んだ後、平成12年3月31日作成の財産表に記載されているデ

ータ及び更新データを入力して、アクセス形式のデータベースを作成しました。 

また、財産表(建物・工作物)は、平成12年3月31日作成の財産表データをエクセル形式に入力し

ています。 

平成１９年度は資産税データを更新、配布済みの行政財産管理担当課からチェックリストを回

収、変更を加え、これまでのデータベースをより高度な利用・処理ができるように、システム開

発に取り組むと共に、追加項目に呼応したデータを新たに入力した。 

今後の指針（案） 

 財産表データベース化に付随する財産管理・整理業務への活用プログラムやリンクデータの

増設、財産自体に内在する項目を詳細に入力していく作業、また、前記入力項目の設定への対

応など、より高度なデータベースが最終到達点ではありますが、財産台帳の整備として、作成

したデータベースを全庁的に検索・照会できるようにすることをもって、「財産台帳の整備」

の完結としたい。 

平成２１年３月、ポータルサイト上の「公有財産管理システム」として、全庁的に検索、照

会可能となり、「財産台帳の整備」が達成されたため、本件管理表を廃止する。 

庁議決定（指針・方向性） 

 廃止を承認する。（平成２１年度第１回庁議） 
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平成１３年度重要事業及び懸案事項管理表 
（平成２１年度廃止） 

 
事項名 コミュニティFMによる市民参加と情報提供 

類

別

 公約 議会答弁 監査 懸案事項 
 新たな政策課題 その他（庁議）

担当部局課名 市民部広報相談課 関連する部局課名 防災安全課 市民活動推進課

 
現状の取り組み状況、あるいはこれまでの経緯 
 
・「市民への情報伝達手段について」質問があり、現在の自治会放送塔による広報から、災害時

や緊急時にも対応できるコミュニティFMなどのメディアを活用した情報提供を行えるよう検討

していく旨答弁。（平成13年9月議会） 

 
※平成１７年度以降の取り組み 

・コミュニティＦＭの現状と開局状況について、勉強会を開催した。 

・総務省四国総合通信局に伺い、本市の現在までの経緯・取り組みを伝え、今後の免許申請等の

手続きについて伺った。 

・㈱ハートネットワークからの事業計画に基づき､企画財政会議を開催した。行政からの支援額

について他社の動向も踏まえ再検討するよう指示。 

・ 今治市（ラヂオバリバリ）を訪問し、先進局の運用の現状について把握した。 

・ 企画財政会議の結果を受けて、㈱ハートネットワークと協議を重ねているが、事業成立のた

めには、１２００万円の行政支援が要であるとの主張であり、現時点では、企画財政会議で

の考え方（２５０万円程度）との乖離が埋まらない状況である。 

・ 平成19年度にも㈱ハートネットワーク（代表者）との協議を行ったが、今後協議を重ねても

行政支援額のかい離を埋めることは非常に難しい感触であった。 

 
今後の指針（案） 
  
 １．行政からの支援可能額を踏まえ、㈱ハートネットワークと再度協議を行う。 
２．上記の協議を踏まえ、企画財政会議において、行政支援について決定する。 
３．四国総合通信局に本市の意向を伝え､今後の免許申請に関する協議を行う。 
４．関係者への説明・協議を行う。 
５．コミュニティFM局の新たな起業の可能性を探る。 
６．災害時や緊急時の情報伝達に特化してコミュニティFM以外の伝達手段を検討する。 
  
設立、運営には、多額の経費が必要となり、現状では行政主導による導入は困難であると 
判断したため、本件管理表は、廃止する。 

庁議決定（指針・方向性） 
 
廃止を承認する。（平成２１年度第１回庁議） 

 
 

 

  

 

 


